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  県営住宅等の管理の特例に係る公告（建築住宅課） 
 

規   則 

政治倫理の確立のための新潟県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第29号 

政治倫理の確立のための新潟県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 政治倫理の確立のための新潟県知事の資産等の公開に関する条例施行規則（平成７年新潟県規則第86号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

第３号様式（第６条関係） 

 （略） 

所得等報告書 

（略） 

（略） 

分 （略） 

離

課 

一般株式等の事業

・譲渡・雑所得 

   

税 上場株式等の事業

・譲渡・雑所得 

   

 上場株式等の利子

・配当所得 

   

 （略） 

（略） 

 （略） 

第３号様式（第６条関係） 

 （略） 

所得等報告書 

（略） 

（略） 

分

離

課

税 

（略） 

株式等の事業・譲

渡・雑所得 

   

上場株式等の配当

所得 

   

（略） 

（略） 

 （略） 

附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県水源地域の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第30号 

新潟県水源地域の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

新潟県水源地域の保全に関する条例施行規則（平成26年新潟県規則第40号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （土地所有権等の移転等の届出） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第10条第２項第３号の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

(1) 土地売買等の契約の当事者の一方又は双方が

次に掲げる法人である場合 

ア～ウ （略） 

エ 分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）

第10条第２号に規定する森林整備法人 

(2)～(12) （略） 

５・６ （略） 

（土地所有権等の移転等の届出） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第10条第２項第３号の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

(1) 土地売買等の契約の当事者の一方又は双方が

次に掲げる法人である場合 

ア～ウ （略） 

エ 分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）

第９条第２号に規定する森林整備法人 

(2)～(12) （略） 

５・６ （略） 

  附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第31号 

新潟県都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

新潟県都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則（平成25年新潟県規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下「改正後部分」という｡)に対応

する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当

該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（所管行政庁が必要と認める図書） 

第２条 省令第41条第１項の所管行政庁が必要と認

める図書は、次に掲げるものとする。 

(1) 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める書類 

ア 次のいずれかに該当する機関が申請に係る

低炭素建築物新築等計画が法第54条第１項各

号（第２号を除く｡)に掲げる基準に適合する

かどうかの審査を行った場合 当該基準に適

合することを証する書類 

(ｱ) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律（平成27年法律第53号）第15条第

１項に規定する登録建築物エネルギー消費

性能判定機関 

(ｲ) （略） 

イ （略） 

(2) （略） 

 

（軽微な変更に関する証明書の交付） 

第３条 認定建築主は、省令第46条の２に規定する

計画の変更が省令第44条の軽微な変更に該当して

いることを証する書面（以下「軽微変更該当証明

書」という｡)の交付を求める場合にあっては、別

に定める様式による申請書の正本及び副本に、そ

れぞれ省令第41条第１項に規定する図書のうち当

該変更に係るものを添えて、知事に申請をしなけ

ればならない。 

２ 知事は、省令第44条の軽微な変更に該当すると

認めるときは、別に定める様式による軽微変更該

当証明書に前項に規定する申請書の副本及びその

添付図書を添えて、前項の申請をした認定建築主

に交付する。 

（所管行政庁が必要と認める図書） 

第２条 省令第41条第１項の所管行政庁が必要と認

める図書は、次に掲げるものとする。 

(1) 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める書類 

ア 次のいずれかに該当する機関が申請に係る

低炭素建築物新築等計画が法第54条第１項各

号（第２号を除く｡)に掲げる基準に適合する

かどうかの審査を行った場合 当該基準に適

合することを証する書類 

(ｱ) エネルギーの使用の合理化等に関する法

律（昭和54年法律第49号）第76条第１項に

規定する登録建築物調査機関 

 

(ｲ) （略） 

イ （略） 

(2) （略） 

 

 

第３条 削除 

附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

訓   令 
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◎新潟県訓令第９号 

総 務 管 理 部 

出  納  局 

地 域 振 興 局 

新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号）第223条の規定により県税徴収金に係る帳票その他の書類の様式

を定める訓令（平成７年３月新潟県訓令第19号）の一部を次のように改正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表

中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正

表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削る。 

改 正 後 改 正 前 

第11号様式の２（第102条関係） 

新潟県 自動車税納入済通知書 

 
（略） 口座記

号番号 
 

本税

合計 

 

 
 

    

 （略）  

 （略）  

   

 納

付

者 

  
 

   

    

  延滞金  

 
   

   

 

  

第11号様式の２（第102条関係） 

新潟県 自動車税納入済通知書 

 
（略） 口座 

番号 
 税額 

 

 
 

    

 （略）  

 （略）  

   

 
氏

名 

  
 

   

    

  延滞金  

 
 加算金  

   

 
 

 

 

告   示 
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◎新潟県告示第370号 

新潟県広報広聴規程（平成２年６月新潟県告示第1654号）の一部を次のように改正し、平成29年４月１日から

実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（広報広聴委員会の組織） 

第５条 （略） 

２ 委員長は広報監の職にある者を、副委員長は広

報広聴課長の職にある者をもってこれに充てる。 

３・４ （略） 

 

（部局広報広聴責任者） 

第７条 （略） 

２ 部局広報広聴責任者は、第５条第３項第１号に

規定する者をもってこれに充てる。ただし、知事

政策局にあっては、広報広聴課長をもってこれに

充てる。 

３ （略） 

 

（広報広聴事務の総合調整） 

第９条 （略） 

２ 広報監は、必要があると認めるときは、関係部

課長に対し、広報広聴資料の提出を求め、又は広

報広聴事務について必要な事項を指示することが

できる。 

 

別表（第５条、第７条関係） 

部  局 職 

（略） 

 

（略） 

（略） 

 

（略） 

  

（広報広聴委員会の組織） 

第５条 （略） 

２ 委員長は知事政策局長の職にある者を、副委員

長は広報監の職にある者をもってこれに充てる。 

３・４ （略） 

 

（部局広報広聴責任者） 

第７条 （略） 

２ 部局広報広聴責任者は、第５条第３項第１号に

規定する者（知事政策局にあっては、広報広聴課

長）をもってこれに充てる。 

 

３ （略） 

 

（広報広聴事務の総合調整） 

第９条 （略） 

２ 知事政策局長は、必要があると認めるときは、

関係部課長に対し、広報広聴資料の提出を求め、

又は広報広聴事務について必要な事項を指示する

ことができる。 

 

別表（第５条、第７条関係） 

部  局 職 

（略） 

知事政策局 

（略） 

（略） 

広報広聴課長 

（略） 
 

  
 

◎新潟県告示第371号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２第６項の規定により、指定代理納付者を次のとおり指定した。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 指定を受けた者 

東京都千代田区紀尾井町１番地３号 

ヤフー株式会社 

２ 指定代理納付者による県税徴収金の代理納付に係る県税の税目 

新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）第４条第１項第９号に規定する自動車税 

３ 指定代理納付者による県税徴収金の代理納付に係る期間 

平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

 

http://www.g-reiki.net/reiki23ed/reiki_word/10045001042304011.doc
http://www.g-reiki.net/reiki23ed/reiki_word/10045001042304011.doc
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◎新潟県告示第372号 

新潟県特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成10年新潟県規則第65号）第３条及び第８条の規定により、

知事が指定した特定非営利活動法人に係る縦覧及び閲覧又は謄写の用に供する場所（平成16年３月新潟県告示第

571号）の一部を次のように改正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

特定非営利活動法人に係る縦覧及び閲覧又は謄写の場所の表中、 

「 

 」 

を 

「 

 」 

に改める。 

 

◎新潟県告示第373号 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第４条第１項の規定により、新

潟県第12次鳥獣保護管理事業計画～適正な管理をすすめ、人と野生鳥獣が真に共生する社会を目指して～を策定

したので、当該計画を次のとおり縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 縦覧期間 

  平成29年３月31日から平成29年４月28日まで 

２ 縦覧の場所 

  県庁行政情報センター、各地域振興局健康福祉（環境）部、津川地区振興事務所 

  ［本告示についての問合せ］ 

   新潟県県民生活・環境部環境企画課鳥獣保護係 

    新潟市中央区新光町４番地１ 

    電話：025－280－5152 

 

◎新潟県告示第374号 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第７条の２第１項の規定により、

第二期新潟県ツキノワグマ管理計画、第二期新潟県ニホンザル管理計画、第二期新潟県イノシシ管理計画及び新

潟県ニホンジカ管理計画を策定したので、当該計画を次のとおり縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 縦覧期間 

  平成29年３月31日から平成29年４月28日まで 

２ 縦覧の場所 

  県庁行政情報センター、各地域振興局健康福祉（環境）部、津川地区振興事務所 

  ［本告示についての問合せ］ 

   新潟県県民生活・環境部環境企画課鳥獣保護係 

    新潟市中央区新光町４番地１ 

    電話：025－280－5152 

 

◎新潟県告示第375号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ 

の例によるものとされた生活保護法第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新発田地域振興局 阿賀野市 北蒲原郡 

新発田地域振興局 北蒲原郡 
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事業者の名称 主たる事務所の所

在地 

事業所の名称 事業所の所在地 指定したサービス

の種類 

指定年月日 

株式会社あんしん 南魚沼郡湯沢町

神立1555－２ 

デイサービスゆ

ざわ 

南魚沼郡湯沢町

神立1555－２ 

通所介護 H29.2.25 

株式会社あんしん 南魚沼郡湯沢町

神立1555－２ 

デイサービスゆ

ざわ 

南魚沼郡湯沢町

神立1555－２ 

介護予防通所介

護 

H29.2.25 

 

◎新潟県告示第376号 

次の病院から、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条に規定する申出の撤回があった。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 名称及び所在地 

  魚沼病院 

  小千谷市城内４丁目１番38号 

２ 申出の撤回年月日 

  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第377号 

次の病院から、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条に規定する申出の撤回があった。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 名称及び所在地 

  小千谷総合病院 

  小千谷市本町１丁目13番33号 

２ 申出の撤回年月日 

  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第378号 

次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条に規定する救急病院である。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 名  称 小千谷総合病院 

２ 所 在 地 小千谷市大字平沢新田111番地 

３ 有効期間 平成29年４月１日から 

       平成32年３月31日まで 

 

◎新潟県告示第379号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条第１項の規定により、農用地利用配分計

画を次のとおり認可した。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 農用地利用配分計画の概要 

市町村 賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地 

新発田市 17者 上中沢外舟橋680番ほか237筆 22.2ha 

阿賀野市 20者 小浮加次免８番１ほか182筆 17.3ha 

胎内市 ７者 乙下野地2654番２ほか38筆 3.6ha 

聖籠町 １者 上大谷内古見取348番ほか２筆 0.3ha 



平成29年３月31日(金) 新  潟  県  報 第25号 

10 

新潟市 80者 北区長戸327番ほか705筆 65.3ha 

三条市 19者 井栗道田丙757番ほか150筆 14.8ha 

燕市 13者 長所前田川西792番ほか71筆 10.3ha 

田上町 ３者 田上331番２ほか45筆 2.5ha 

弥彦村 ２者 弥彦金鉢242番ほか70筆 5.9ha 

長岡市 83者 桂町早生田37番１ほか1,496筆 117.0ha 

見附市 13者 明晶町内川原1531番ほか97筆 11.0ha 

十日町市 12者 仁田3285番ほか78筆 7.6ha 

上越市 ８者 青野2993番ほか425筆 40.9ha 

妙高市 ３者 上四ツ屋前川原221番１ほか81筆 13.2ha 

糸魚川市 ２者 堀切稲場953番20ほか５筆 0.7ha 

佐渡市 26者 窪田1257番２ほか185筆 27.5ha 

合 計 309者 3,883筆 359.9ha 

２ 認可年月日 

 平成29年３月30日 

 

◎新潟県告示第380号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関の登録事項の変更の届出

があり、登録台帳への記載事項を次のとおりとした。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 
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登録番号 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

代表者氏名 　代表理事会長    今 井　 長 司

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国内産もみ、国内産玄米、国内産小麦、国内産大麦、国内産大豆、 国内産そば

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆

もみ、玄米、大麦、大豆、そば

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、大豆

もみ、玄米、大豆、そば

もみ、玄米、大麦、大豆

もみ、玄米、大豆

もみ、玄米、大麦、小麦、大豆

小林　由佳 もみ、玄米、大麦、小麦

内山　美穂 もみ、玄米

大野　あかね もみ、玄米

立川　大輔 もみ、玄米、大豆、そば

中村　宏一 もみ、玄米、大豆、そば

緒形　優治 もみ、玄米、大豆、そば

近藤　輝夫 もみ、玄米

丸山　康平 もみ、玄米、大豆

松原　大地 もみ、玄米、大豆、そば

関根　栄佑 もみ、玄米、大豆、そば

今井　勇太郎 もみ、玄米

駒形　充憲 もみ、玄米

平石　佐都子 もみ、玄米

高野　誉 もみ、玄米

水澤　利史 もみ、玄米

根津　普夫 もみ、玄米

上野　康好 もみ、玄米、大豆、そば

星野　純子 もみ、玄米

藤巻　優 もみ、玄米

尾﨑　義明 もみ、玄米

高瀬　亨 もみ、玄米

遠藤　匠 もみ、玄米、大豆

土田　洋一 もみ、玄米

小日山　惇 もみ、玄米、大豆、そば

野﨑　真人 もみ、玄米

川又　理恵子 もみ、玄米、大豆

大塚　康生 もみ、玄米

関山　佳弘 もみ、玄米、大豆、そば

鈴木　雅仁 もみ、玄米

髙橋　友康 もみ、玄米

村山　草太 もみ、玄米

佐藤　克俊 もみ、玄米

佐藤　大介 もみ、玄米、大豆

藤井　優磨 もみ、玄米、大豆

金子　翔太 もみ、玄米、大豆

和田　純 もみ、玄米

村田　貴宏 もみ、玄米、大豆

上條　絵里奈 もみ、玄米、大豆

遠山　大地 もみ、玄米

細貝　尭哉 もみ、玄米

備　　　考

K1527005

K1527015

K1526006

K1526012

K1526015

K1526020

K1527003

K1527004

新潟県西蒲原郡弥彦村大字井田2538

K1515052

K1516060

K1517014

K1517042

K1519010

K1520019

K1521023

K1522023

K1524056

新潟県新潟市西区みずき野 2-23-3

新潟県佐渡市羽茂小泊 881

新潟県長岡市愛宕 3-9-23

新潟県村上市北中857

新潟県村上市小口川213アンソイエＮＡ102

新潟県新潟市江南区袋津6-5-26

新潟県阿賀野市堤162-1

新潟県新潟市西区鳥原６３０－４

新潟県長岡市西野１６８１

新潟県中魚沼郡津南町大字芦ヶ崎甲７９８－４

新潟県中魚沼郡津南町谷内乙343

新潟県新潟市西区金巻新田 40

小島　秀洋

桑原　武彦

大滝　仁

竹内　陽祐

山岸　範史

山本　圭一

宮田　　猛

鈴木　　貢

佐野　弘一

和田　孝昭

堀　　吉彦

小林　希望

山本　勇一

K1528021

K1528022

　略称『 新潟県検査協会 』　平成29年３月31日　農産物検査員18名の農産物の種類変更及び39名の新規登録。　　検査員合計697名。

K1528019

K1528020

新潟県妙高市白山町3-8-8

新潟県小千谷市上片貝674 K1527024

朝妻　健治

山田　 司

加藤　広史

溝口　小百合

新潟県阿賀野市押切1056-59

K1528011

K1528012

K1528013

新潟県上越市大学前163番地

新潟県小千谷市城内4丁目7番34号

K1528014

K1528015

K1528016

K1528017

K1528018

新潟県阿賀野市上蔵野473

K1528004

K1528005

新潟県南魚沼市六日町2339-2

新潟県中魚沼郡津南町大字赤沢3355

K1528006

K1528007

K1528008

K1528009

K1528010

登録検査 機関
の 名 称

代 表 者
氏 名

主たる事務所の
所 在 地

新潟県村上市布部3212 K1528003

新潟県村上市岩船三日市7-26

新潟県南魚沼市天野沢180

新潟県魚沼市下田136番地1

新潟県新潟市秋葉区覚路津1316-1

新潟県小千谷市大字三仏生3644

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 住　　   　　所 農産物の種類 証明書番号
受 委 託 の
区 分

主たる事務
所の所在地

　新潟県新潟市西区山田２３１０番地１５

15004 登録年月日 平成14年8月20日

登録検査機関の名称 　一般社団法人新潟県農産物検査協会

新潟県胎内市東牧145-1

新潟県新潟市秋葉区浦輿野78

新潟県長岡市寺泊上荒町7826-1

新潟県三条市如法寺1-22

新潟県加茂市大字宮寄上1553

新潟県長岡市喜多町792

新潟県長岡市芹川町2548

新潟県長岡市新保1-16-1

新潟県小千谷市片貝山屋町319

新潟県新潟市西区坂井474-15

新潟県村上市仲間町626-13

新潟県五泉市石曽根6167-2

新潟県上越市吉川区原之町1434-2

新潟県佐渡市原黒313

新潟県佐渡市河原田本町369-5

新潟県東蒲原郡阿賀町五十島651

新潟県新潟市江南区茜ヶ丘1-16

新潟県新潟市西区内野西1-17-7メゾンセジュール202号

新潟県長岡市岩野1808

新潟県三条市南新保19-18

新潟県魚沼市新保204-3

新潟県糸魚川市大字田伏234-2

新潟県柏崎市大字藤井955-18

新潟県柏崎市藤元町4-2

新潟県阿賀野市小浮822

新潟県長岡市六日市町1613

新潟県

新潟県魚沼市下新田377

新潟県十日町市松之山古戸203-5

新潟県十日町市伊達辛264

新潟県佐渡市小木町81-1

K1528023

K1528024

K1528025

K1528026

K1528027

K1528028

K1528029

K1528030

K1528031

K1528032

K1528033

K1528034

K1528041

K1528035

K1528036

K1528037

K1528038

K1528039

K1528040
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◎新潟県告示第381号 

漁船損害等補償法施行令（昭和27年政令第68号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和27年法

律第28号）第112条第１項の規定による同意を求めるための事前届出が次のとおりあった。 

 なお、届出に係る指定漁船調書を平成29年３月31日から平成29年４月14日まで縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

届出事項 

１ 発起人の住所及び氏名 

  新潟県村上市岩船岸見寺町３番15号 

           小田 政市 

  新潟県村上市岩船地蔵町３番33号 

           脇坂 三重城 

  新潟県村上市岩船岸見寺町１番７号 

           丸山 久雄 

２ 加入区  

  村上市岩船港加入区 

３ 漁船損害等補償法第113条第１項の申出をする漁業協同組合の名称 

  新潟漁業協同組合 

 

◎新潟県告示第382号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、柏崎市の一部を受益地域とする県営五日市大

池地区農用地保全施設整備（ため池等整備「老朽ため池」）事業計画を定めたので、関係書類を次のとおり縦覧に

供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 縦覧に供する書類の名称 

  県営土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

  平成29年４月３日から平成29年４月28日まで 

３ 縦覧に供する場所 

  柏崎市役所 

４ その他 

(1) 審査請求について 

この土地改良事業計画の策定について不服がある場合は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内

（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる

場合がある。 

(2) 土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えについて 

ア この土地改良事業計画の策定については、上記(1)の審査請求のほか、この土地改良事業計画の策定を知

った日（告示日）の翌日から起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表す

る者は知事となる｡)、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができる。 

イ また、上記(1)の審査請求をした場合には、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

ウ ただし、上記イの期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができなくなる。 

    なお、正当な理由があるときは、上記ア（審査請求をした場合にはイ）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴

えを提起することが認められる場合がある。 

 

◎新潟県告示第383号 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、妙高市の一部を受益地域とする県営杉野沢地

区区画整理（農地環境整備）事業計画を定めたので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 縦覧に供する書類の名称 

  県営土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

  平成29年４月３日から平成29年４月28日まで 

３ 縦覧に供する場所 

  妙高市役所 

４ その他 

(1) 審査請求について 

この土地改良事業計画の策定について不服がある場合は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内

（以下「不服申立期間」という｡）に、知事に対して審査請求をすることができる。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる

場合がある。 

(2) 土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えについて 

ア この土地改良事業計画の策定については、上記(1)の審査請求のほか、この土地改良事業計画の策定を知

った日（告示日）の翌日から起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表す

る者は知事となる｡)、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができる。 

イ また、上記(1)の審査請求をした場合には、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

ウ ただし、上記イの期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができなくなる。 

    なお、正当な理由があるときは、上記ア（審査請求をした場合にはイ）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴

えを提起することが認められる場合がある。 

 

◎新潟県告示第384号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（佐渡地

域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業 相川北部地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成28年９月12日から平成29年３月10日まで 

３ 作業地域 佐渡市相川鹿伏ほか地内 

 

◎新潟県告示第385号 

建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項の規定により次のとおり許可を取り消した。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 処分をした年月日 平成29年３月10日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 株式会社八百板組 

 八百板 勲 

３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市西蒲区曽根2057 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－27）第5313号 

５ 処分の内容 管工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月10日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４
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号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月６日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 株式会社原組 

 原 啓治 

３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市江南区割野603－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般特－24）第23155号 

５ 処分の内容 造園工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月６日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月６日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 武田建設株式会社 

 武田 則子 

３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市西蒲区井随1006 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－28）第41465号 

５ 処分の内容 管工事業、舗装工事業、塗装工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月６日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月７日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 もたい建築 

 罍 常二 

３ 主たる営業所の所在地 

 柏崎市松波４－10－39－14 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－23）第26603号 

５ 処分の内容 建築工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月７日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月10日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 室橋組株式会社 

 室橋 壽一 

３ 主たる営業所の所在地 

 長岡市中之島607 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般特－27）第21364号 

５ 処分の内容 土木工事業、建築工事業に係る特定建設業の許可の取消し及びとび・土工工事業、石工事業、
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屋根工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、しゆんせつ工事業、板金工事業、塗装工事業、防水工

事業、造園工事業、さく井工事業、水道施設工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月10日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月６日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 青木建築 

 青木 一雄 

３ 主たる営業所の所在地 

 北蒲原郡聖籠町藤寄92 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－24）第13230号 

５ 処分の内容 建築工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年３月６日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月23日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 株式会社ニュークリア 

 太田 昌孝 

３ 主たる営業所の所在地 

 刈羽郡刈羽村大字上高町甲９－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－23）第19431号 

５ 処分の内容 電気工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月23日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月23日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 小島電機株式会社 

 小島 浩一 

３ 主たる営業所の所在地 

 長岡市新町１－２－26 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般特－24）第6102号 

５ 処分の内容 消防施設工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月23日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月22日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 有限会社稲葉組 

 稲葉 悦子 
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３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市東区中野山６－22－９ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－23）第40846号 

５ 処分の内容 土木工事業、鋼構造物工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月22日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月14日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 本間電気工事 

 本間 俊夫 

３ 主たる営業所の所在地 

 佐渡市石花828－10 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－27）第11988号 

５ 処分の内容 電気工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月22日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月14日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 河内塗装工業 

 河内 政広 

３ 主たる営業所の所在地 

 岩船郡関川村大字湯沢504 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－27）第20752号 

５ 処分の内容 塗装工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月24日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月14日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 ホーワサービス 

 涌井 繁宏 

３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市江南区日水３－109 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－27）第43595号 

５ 処分の内容 とび・土工工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月27日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年３月８日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 
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 船津鉄工 

 船津 末夫 

３ 主たる営業所の所在地 

 燕市熊森土免1504－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－28）第15760号 

５ 処分の内容 土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業、鋼構造物工事業に係る一般建設業の許可の取消

し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月15日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月22日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 大英建設株式会社 

 上野 正 

３ 主たる営業所の所在地 

 胎内市鴻ノ巣356 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－24）第13219号 

５ 処分の内容 土木工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月21日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月22日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 宮川建設株式会社 

 宮川 薫 

３ 主たる営業所の所在地 

 上越市柿崎区馬正面1145－４ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－28）第40500号 

５ 処分の内容 土木工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月22日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成29年２月24日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 池田工務店 

 池田 昭吾 

３ 主たる営業所の所在地 

 新潟市西蒲区横戸350 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－24）第5062号 

５ 処分の内容 土木工事業、建築工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月24日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 
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１ 処分をした年月日 平成29年３月７日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

 亮成興業 

 早川 亮 

３ 主たる営業所の所在地 

 長岡市与板町与板乙1394－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－27）第44739号 

５ 処分の内容 塗装工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成29年２月17日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

◎新潟県告示第386号 

国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第９条第１項の規定により、昭和50年６月20日に定めた新潟県土地利

用基本計画を次のとおり変更する。 

なお、変更後の土地利用基本計画図は、新潟県土木部用地・土地利用課及び関係市町村において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

 新潟県土地利用基本計画図の変更 

１ 森林地域から次の区域を拡大する。 

   区域         面積（ヘクタール） 

 新潟県全ての森林地域の一部    ６ 

２ 森林地域から次の区域を縮小する。 

   区域         面積（ヘクタール） 

 胎内市の一部           ２ 

 阿賀野市の一部          ３ 

 長岡市の一部           ２ 

 上越市の一部           ３ 

 妙高市の一部           ８ 

 糸魚川市の一部          １ 

 

◎新潟県告示第387号 

国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第７条第１項の規定により定めた国土利用計画（新潟県計画)（平成21

年７月新潟県告示第1001号）及び第９条第１項の規定により昭和50年６月20日に定めた新潟県土地利用基本計画

を併合し、次のとおり変更する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

 

新潟県土地利用計画 

前文 

この計画は、現在及び将来において県民が生活や生産などの諸活動を行う上で、土地が限りある共通の資産

であるとともに、重要な基盤であることから、新潟県として、概ね向こう 10年間を見据え、今後、県土をどの

ように保全し、有効に活用していくか目指すべき方向をとりまとめたものです。 

我が国は、本格的な人口減少時代に入り、今後の社会・経済等のあり方など様々な課題に直面していますが、

県土の利用・管理のあり方についても、自然環境の再生や活用、防災・減災の取組等を通じ、適切に管理し荒

廃を防ぐなど、持続可能な県土を形成していく必要があります。 

そのため、本計画では、これらの諸課題を踏まえた県土利用の基本構想を示すとともに、県民の皆様に、よ

り明確に計画の趣旨を伝えるため、これまで本計画とは別に定めていた、都市、農業、森林、自然公園、自然

保全の各地域ごとの土地利用の基本方向や調整方針についても合わせて示すこととしました。 

この計画を着実に進め、広大な県土を有する本県の多様な土地資源を効果的に活用することにより、将来に
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希望の持てる魅力ある新潟県を目指します。 

 

第１ 県土の利用に関する基本構想 

 

１ 本計画の役割 

本計画は、国土利用計画法に基づく国土利用計画かつ土地利用基本計画であり、県土の利用や土地利用の

調整等について一体的に整理したものです。 

(1) 国土利用計画（新潟県計画）としての役割 

県土をめぐる基本的条件の変化等を踏まえ、今後の県土の利用に関する基本方針を定めるとともに、利

用区分ごとの規模の目標及び目標達成のために必要な措置について定めます。 

(2) 土地利用基本計画としての役割 

利用区分ごとの規模の目標を達成するため、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保

全地域の別に必要となる措置を定めます。 

また、各地域を土地利用基本計画図に示すとともに、複数の地域が重複している場合の土地利用の調整

方針について定めます。 

 

２ 県土の概要・利用状況 

本県は、面積 12,584平方キロメートルの県土に、約 230万人の人口を擁しています。県土の面積は全国第

５位であり、可住地面積では北海道に次ぐ全国第２位となっています。県境には、山脈、山地が連なり、こ

れらの山岳に源を発する阿賀野川や信濃川など数多くの河川が日本海に注ぎ、越後平野、高田平野など広大

で肥沃な農業地域を形成しています。また、南北に長い本土の海岸線は 331キロメートルで、佐渡島、粟島

を含めると 635キロメートルに及んでいます。 

本県の土地利用の主な区分ごとの割合は、平成 24 年 10 月１日現在で、森林 68.1 パーセント、農地 13.8

パーセント、宅地 4.3パーセント、水面・河川・水路 3.7パーセント、道路 3.5パーセントであり、全国の

状況と比較すると森林及び農地の割合が高くなっています。また、県土の２パーセントに満たない市街地に、

県人口のおよそ５割が居住しています。 

 

３ 県土利用の諸課題 

本計画は、これまでは、限りある県土を有効に利用するという観点から、無秩序な開発によるスプロール

化の防止など土地需要を量的に調整する役割を担ってきましたが、人口減少下で土地需要が減少する時代を

迎え、今後は、県土の適切な管理により、低未利用地の増加を抑止し効率的な活用を図るなど質的向上が重

要となってきており、本計画の役割は大きな転換点を迎えています。 

このような状況下で、現在、本県が抱える土地利用に関する主な課題は、以下のとおりです。 

(1) 人口減少に伴う県土管理水準の低下 

本県の総人口は、少子化等の影響により、平成９年の 249.2 万人をピークに減少が続いています。今後

も減少が継続することが予想されていますが、人口減少に伴って土地の需要も減少し、県土の利用が様々

な形で縮小していくことが想定されます。その結果、県土管理水準の低下や非効率な土地利用の増大等が

懸念されることから、今後の県土利用においては、本格的な人口減少社会における県土の適切な利用・管

理のあり方を構築していく必要があります。 

ア 中心市街地の空洞化や農山漁村の過疎化が進行するなか、空き地や空き家が増加しており、土地利用

の効率の低下や、防災、衛生など地域住民の生活環境への影響が懸念されます。 

 イ 農山漁村では、高齢の農業就業者の離農等による農地の荒廃により、農地の管理水準の低下が懸念さ 

  れます。また、管理水準の低下に伴い、県土の保全、水源かん養、生物多様性の保全といった農山漁村 

  の多面的機能の発揮に支障が出てくるおそれがあります。 

 ウ 人口減少や都市への人口移動が進むことにより、所有者の所在の把握が難しい土地が増加することが 

  想定され、円滑な土地利用に支障をきたすおそれがあります。 

(2) 経済を取り巻く環境等の変化 

人口減少や高齢化と共に、経済のグローバル化に伴う国際競争の激化が進行していく中で、経済成長を

維持し、豊かさを実感できる県土づくりを目指す観点から、生活や生産水準の維持・向上に結びつく土地

の有効利用を推進していく必要があります。 

ア 大型商業施設の郊外立地により、中心部及び周辺の市街地における既成商業地では、顧客流出などの
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影響による空き店舗や空き地の増加が続いており、低未利用地の拡大が懸念されます。 

イ 国内・世界経済の景気見通しは引き続き不透明であり、事業所や工場の撤退・縮小に伴う低未利用地

の増加が懸念されます。 

ウ 林業・木材産業においては、長期にわたって木材価格が下落するなど厳しい状況にあり、必要な施業

が行われない森林の増加が懸念されます。 

エ レジャーの多様化が進むなか、スキー場やゴルフ場などの大型施設が閉鎖した場合、跡地の荒廃が懸

念されます。 

(3) 災害に対して脆弱な県土 

本県は、広い県土と長大な河川や海岸線を有し、全国屈指の豪雪地帯や多くの土砂災害危険箇所を抱え

るなど自然災害要因が多く、海抜ゼロメートル地帯に人口と資産が集中しているなど、県土利用上、災害

に対して脆弱な構造となっています。また、本県は過去に地震や水害など度重なる自然災害に見舞われて

いることから、県民のくらしと命を守る防災・減災対策の強化など、県土の強靱化を進めていく必要があ

ります。 

ア 地球温暖化に伴う気候変動により、局地化・集中化・激甚化する豪雨に伴う水害、土砂災害が頻発化

・激甚化することが懸念されます。そのため、災害リスクの高い地域の土地利用の適切な制限や、より

安全な地域への居住の誘導など、安全性を重視した県土利用が求められています。 

イ 山間部の豪雪地帯に位置する集落では、除雪による生活道路の確保や雪崩防止など冬季の雪害対策が

必要とされています。 

(4) 自然環境保護や地球温暖化対策等の要請の高まり 

自然環境問題に対する県民の意識、関心が高まるなか、自然環境については、生活環境の改善や、防災

・減災など自然が持つ多様な機能を積極的に評価し、地域における持続可能で豊かな生活を実現する基盤

として、その保全と活用を図っていくことが重要となります。 

ア 国際保護鳥であり、国の天然記念物でもあるトキの保護増殖を図るため、トキ及びトキのえさとなる

生物が生息できる環境の整備が進められており、トキの生息数の増加や行動範囲の拡大に応じ、生息環

境の維持・整備と人との共生に向けた社会環境づくりが必要となっています。また、その他の絶滅のお

それのある希少な野生動植物についても、保護に向けた取組が求められています。 

イ 生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、廃棄物処理施設の維持管理を徹底し、適正な廃棄物処

理を進めるとともに、廃棄物の発生抑制、循環的利用など資源循環型の社会づくりを推進していく必要

があります。 

ウ 地球温暖化については、地域レベルで総合的、計画的に対応していますが、東日本大震災以降の火力

発電の増加によって温室効果ガス排出量は増加しており、県民、事業者、行政等すべての主体で一層の

取組が必要です。 

エ 土地への働きかけの減少により、これまで人の手が入ることで良好に管理されてきた里地里山等にお

いては自然環境や景観の悪化、野生鳥獣被害の深刻化、一部の侵略的外来種の定着・拡大、さらには自

然資源の管理や利活用に係る知恵や技術の伝承の喪失等が懸念されます。 

 

４ 県土利用の基本構想 

上記３で示した課題に取り組むため､｢適切な県土管理を実現するための土地利用の方針｣､「地域経済の持

続的な発展のための土地利用の方針｣､「災害に強い安全・安心な県土の実現に向けた土地利用の方針」及び

「自然環境との共生、地球温暖化の防止に向けた土地利用の方針」の４つを基本構想として、県土利用の総

合的なマネジメントを進めます。 

(1) 適切な県土管理を実現するための土地利用の方針 

本県の総人口は、少子化等の影響により減少傾向が続いており、今後も当分の間は人口減少が避けられ

ないことを踏まえ、県土の利用においては、都市機能や農地等の集約化、低未利用地や空き家の有効利用

など土地利用の効率化と用途の適正化を進め、生活水準の向上や定住環境の確保を図ります。 

ア 市街地の拡大を抑制し、既存の土地・建物の利活用や流通を促進するとともに、地域の課題や特性に

応じた市街地再開発等により魅力あるまちづくりを促進するなど、都市中心部に住民を回帰させる取組

を進めます。また、農山漁村においては、地域外の人材の誘致や、農林水産業の６次産業化等による雇

用の創出等により、担い手等の定住化を目指し、農村や農地の維持を図ります。 

イ 食料の安定供給に不可欠な優良農地の確保を図るとともに、他の地域の担い手が農地管理を行う「通

い耕作」など、地域の状況に応じた多様な主体による役割分担のあり方について検討します。また、水
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稲耕作が困難である農用地については粗放管理等を通じた機能の維持を、再生困難な荒廃農地について

は森林地域への編入を、それぞれ検討します。 

ウ 都市や地域の拠点に、学校等の公共用施設、医療・福祉機関、店舗や雇用の場など生活に必要な機能

を集約し、集約化した都市・地域拠点間における交通や情報通信のネットワークを充実させる「コンパ

クト＋ネットワーク」の形成を進めることにより、複数の都市や周辺の農山漁村の相互の機能分担や対

流を促進させ、効率的な土地利用を図ります。 

エ 土地の所有者が、所有地の良好な管理と有効利用に努めることを基本としつつ、所有者が管理・利用

できない場合や所有者の所在の把握が難しい場合には、所有者以外の者の管理・利用を促進するなど、

国の動向を踏まえながら「所有から利用へ」の観点に立った方策を検討します。 

(2) 地域経済の持続的な発展のための土地利用の方針 

商工業施設の適切な配置や農地及び林地の整備を進め、生産性の向上や土地利用機会の増加を図るとと

もに、産業全般にわたり、土地利用の担い手を確保し、地域経済の活性化を図っていきます。 

ア 交通体系の整備に必要な用地の確保に努めながら、高速道路インターチェンジ、港湾、空港などの物

流拠点の周辺や地域の拠点に商工業施設を集約させ、住宅を含め、土地の利用目的に応じた適切な配置

を進めることにより、生活の質の高さを兼ね備えた都市や地域の持続可能な成長を図ります。また、企

業誘致の推進や再開発などを進め、未分譲の工業用地や、公有地、工場跡地の有効利用を図ります。 

イ 大規模集客施設の適正立地を図るとともに、地域関係者と連携しながら「にぎわいのあるまちづくり」

を推進し、都市機能を中心市街地に集積・集約します。 

ウ 農産物の高付加価値化を進めるとともに、農業経営の効率化を図り持続可能な農業経営を推進するた

め、農地の大区画化など農業生産基盤整備と併せて農地中間管理機構による農地の集約・集積を進め、

農地の利用高度化を図ります。また、農地の大区画化等を行うほ場整備に支障となる農地転用等が行わ

れることのないよう、市町村計画又はそれと同等の計画を策定する際にゾーニングを行うなど、計画的

に事業を推進します。 

エ 林業については、県内の人工林が本格的な利用期を迎えていることから、中山間地域の振興や地球環

境の保全などに貢献する産業として持続的に発展していくことを目指し、再生産可能な資源である県産

材の利用促進や安定供給体制づくりを進め、森林所有者の経営意欲の向上を図るとともに、健全で多様

な森林づくりを進めます。 

オ ゴルフ場やスキー場など大規模な跡地については、周辺の自然環境や景観等への影響や災害リスク、

地形等へ配慮しつつ、有効利用を図ります。 

(3) 災害に強い安全・安心な県土の実現に向けた土地利用の方針 

安全・安心な県土の構築は、すべての活動の基盤であることから、県土利用においても、防災・安全対

策や老朽化対策などにより、災害が発生しても被害を最小化し、速やかに復旧・復興できる県土の構築に

向けた県土強靱化の取組を進めます。 

ア 公共事業の実施によるハード対策と、ハザードマップによる防災情報の提供や土地利用規制等による

ソフト対策を適切に組み合わせた防災・減災対策を実施します。また、豪雪地帯においては、雪崩等に

よる災害や交通の途絶を解消するとともに、克雪住宅の普及促進を図るなど、雪に強い地域づくりを進

めます。 

イ 災害による被害の発生・拡大を防止するため、ハード対策の計画を勘案しながら、災害リスクの高い

地域での新たな都市的利用への転換を抑制します。また、中長期的な視点から、高齢者施設等の要配慮

者利用施設や災害時に重要な役割が期待される公共施設等について、災害リスクの低い地域への立地を

促すことにより、より安全な地域への居住を誘導する取組を検討します。 

ウ 災害時における物流の多重性・代替性の確保や、避難経路の確保等に配慮しながら、交通網の整備を

進めます。 

(4) 自然環境との共生、地球温暖化の防止に向けた土地利用の方針 

本県の美しく多様な自然環境を保全し、人と自然との共生の取組を推進するとともに、再生可能エネル

ギーの導入など、環境に負荷の少ない資源循環型社会や低炭素社会の形成を図ります。 

ア 国定公園、国立公園、県立自然公園及び鳥獣保護区等では、貴重な動植物の生育・生息地としての機

能・役割を維持し、保全するとともに、適正かつ持続的な利用を通じて、豊かな自然環境を享受する場

を提供します。 

イ 自然環境の活用については、持続可能で魅力ある地域づくりを進めるため、社会資本整備や土地利用

において、自然環境の有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の
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抑制等）を活用したグリーンインフラなどの取組を推進します。 

ウ 外来種対策、貴重野生動植物対策や野生鳥獣被害対策などを通じて、生物多様性の保全と利用を図り、

人と自然との共生を推進します。 

エ 森林については、温室効果ガスの吸収源対策や木材の需給動向等を踏まえ、県土の保全、水源かん養

などに重要な役割を果たす森林の整備及び保全を進めます。その際、急傾斜地等の立地条件が悪い森林

等においては、公的機関等による整備及び保全を推進するとともに、企業など多様な主体による森づく

り活動を促進します。また、間伐材等による木質バイオマスの利活用を推進します。 

オ 再生可能エネルギーを導入する場合には、環境や景観への配慮など適切な調整を図ります。 

カ 沿岸の海水浴場を健全なレクリエーションの場として確保するため、市町村や地域関係者との連携を

図りながら、住民参加による海岸清掃活動などを推進します。 

キ 大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害により、県民の生活環境に支障が生じないよう、土地利用の適

正化に努めます。 

ク 循環型社会の形成に向け、廃棄物の発生抑制（リデュース)､再使用（リユース)､再生利用（リサイク

ル）を一層進める等、持続可能な資源利用を推進します。また、発生した廃棄物の適正な処理を行うた

め、環境の保全に十分配慮しつつ、必要な用地の確保を図ります。さらに、廃棄物の不法投棄等の不適

正処理の防止と適切かつ迅速な原状回復に努めます。 

 

第２ 県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要 

 

１ 県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

(1) 計画の基準年次は平成24年とし、目標年次は平成37年とします。 

(2) 県土の利用に関して基礎的な前提となる人口と一般世帯数については、平成37年において、それぞれお

よそ211万人、およそ81万世帯と想定します。 

(3) 県土の利用区分は、農地、森林、宅地等の地目別区分とします。 

(4) 県土の利用区分ごとの規模の目標については、将来人口や各種計画等を前提とし、利用区分別の現況と

変化についての調査に基づき、利用区分別に必要な土地面積を予測し、土地利用の実態との調整を行い、

定めるものとします。 

(5) 県土利用の基本構想に基づく平成37年の利用区分ごとの規模の目標は、次表のとおりです。これらの数

値については、今後の経済社会の不確定さ等にかんがみ、弾力的に理解されるべき性格のものです。 

 

 

 

表 県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

（単位：㎢、％） 

平成24年 平成37年

（2012年） （2025年） 平成24年 平成37年

農　　　　　　　地 1,731 1,720 13.8 13.7

森　　　　　　　林 8,569 8,569 68.1 68.1

原　　  野  　　等 58 50 0.5 0.4

水面・ 河川・ 水路 465 469 3.7 3.7

道　　　　　　　路 445 462 3.5 3.7

宅　　　　　　　地 545 546 4.3 4.3

     　住 宅 地 310 312 2.5 2.5

　工業用地 36 33 0.3 0.3

     　その他の宅地 199 201 1.6 1.6

そ　 　 の 　 　他 771 768 6.1 6.1

合　　　　　　　計 12,584 12,584 100.0 100.0

（参考）

人 口 集 中 地 区 233 221 1.9 1.8

（ 市街地 ）

構　成　比

 

（注）平成 24年欄の人口集中地区面積は、平成 22年の国勢調査による面積です。 
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２ 平成37年（2025年）における県土の利用区分ごとの規模の目標の地域別の概要 

新潟県全体で見た場合の、平成37年（2025年）における利用区分ごとの規模の概要は、以下のとおりです。 

(1) 「農地」とは、農地法第２条第１項に定める農地、すなわち、耕作の目的に供される土地をさし、担い

手への農地集積を図るほか、荒廃農地の発生防止に努めることにより、1,720平方キロメートル程度とな

ります。 

(2) 「森林」とは、森林法にいう国有林及び民有林をさし、適切な整備と保全を図ることにより、8,569平方

キロメートル程度となります。 

(3) 「原野等」とは、農地法第２条第１項に定める採草放牧地等をさし、既存の土地の利活用等により、50

平方キロメートル程度となります。 

(4) 「水面・河川・水路」とは、水面は主に湖沼（ダム及び天然湖沼）を、河川は河川法による一級河川、

二級河川及び準用河川の河川区域を、水路は農業用用排水路をさし、ダム及びほ場の整備等を図ることに

より、469平方キロメートル程度となります。 

(5) 「道路」とは、道路法第２条第１項に定める道路のほか、農道及び林道をさし、一般道路の整備等によ

り、462平方キロメートル程度となります。 

(6) 「宅地」とは、土地登記上宅地とされた土地、すなわち、建物の敷地及びその維持もしくは効用を果た

すために必要な土地をさし、住宅地以外に、工業用地、事務所店舗用地等が含まれます。既存の土地・建

物の利活用や流通等を図ることにより、546平方キロメートル程度となります。 

(7) 「人口集中地区」とは、国勢調査において、①人口密度が１平方キロメートル当たり4,000人以上の基本

単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、②それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000人

以上を有する地域のことをさし、人口の減少等により、221平方キロメートル程度となります。 

 

第３ 第２に掲げる事項を達成するために必要な措置の概要 

 

１ 土地利用関連法制等の適切な運用 

(1) 国土利用計画法及び都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園法、自然環境保

全法など土地利用関係法の適切な運用を図るとともに、本計画や市町村計画等による土地利用の計画的な

調整を通じ、適正な土地利用の確保と県土資源の適切な管理を図ります。 

(2) 災害リスクの高い区域においては、都市的土地利用への転換を目的とした都市計画や農業振興地域整備

計画の変更を極力抑制するとともに、土地利用関係法令に基づく土地利用の規制区域の指定を促進します。 

(3) 土地利用関係法の土地利用規制が解除された場合に、土地利用規制の空白地域が生じて不適切な開発行

為が行われないよう、他の土地利用規制の適用について調整を図ります。 

(4) 適切な土地利用を進めるうえで、地域の実情に即した国土利用計画（市町村計画）の策定及び運用が一

層重要になることから、引き続き、当該計画の策定を支援します。 

(5) 県境を越える土地利用の課題については、必要に応じて隣接県と連携して対処します。 

 

２ 県土の保全と安全性の確保 

(1) 交通ネットワークの構築を推進するとともに、生活機能の維持に欠くことができない道路、治水施設、

下水道等の適切な維持管理・更新を行い、施設の長寿命化を図ります。また、災害時における交通の支障

とならないよう、道路における無電柱化を推進します。 

(2) 地域の状況等により、災害リスクの高い区域内に公共施設等を立地せざるを得ない場合は、リスクに対

する公共施設等の構造上の安全性確保や防災施設の整備等のハード対策と防災教育等のソフト対策を併せ

た防災対策を適切に講じます。 

(3) 住宅地等に対して、洪水、湛水、津波、高潮等の浸水による被害や土砂災害、地震による液状化現象等

による地盤災害等を最小限度にくい止めるため、治山事業、砂防事業、治水事業、雨水排水事業、田んぼ

ダム、海岸事業の推進、情報提供・広報活動等のソフト対策など、河川流域全体及び海岸沿岸部にわたり、

様々な施策の連携により総合的な防災対策を進めていきます。 

(4) 河川上流域での不適切な開発行為や操業により、周辺や下流域における安全性や環境等に悪影響を及ぼ

すことのないよう、事業者等を指導します。 

(5) 豪雪地帯における冬季の道路交通の安全を確保するため、消融雪施設の整備や維持・保全に努めるとと

もに、各集落を結ぶ連絡道路の整備を推進します。 



平成29年３月31日(金) 新  潟  県  報 第25号 

24 

 

３ 自然環境の保全・再生・活用 

(1) 高い価値を有する原生的な自然及び野生生物の生息・生育、自然景観、希少性などの観点から見て優れ

ている自然について、行為規制等により厳正、適正な保全を図ります。 

(2) 河川流域を生態系ネットワークの拠点とするため、動植物の生息・生育・繁殖環境や水辺環境の保全、

整備に取り組み、管理に支障のない範囲で憩いの場としての活用を図ります。 

(3) 野生鳥獣による被害防止のため、侵入防止柵等の整備等を推進するとともに、侵略的外来種の定着、拡

大の防止に努めます。 

(4) 海岸の保全を図るため、海岸侵食対策や下流への土砂供給など山地から海岸までの一貫した総合的な土

砂管理の取組の推進等を通じて、土砂の移動等により形成される美しい山河や白砂青松の海岸の保全・再

生を図ります。また、土砂採取に当たっては、環境・景観保全や経済社会活動等に配慮しつつ適切に行い

ます。 

(5) 歴史的・文化的風土の保存を図るため、開発行為等の規制を行います。また、景観計画や景観条例等に

よるルールづくり、地域特性を踏まえた計画的な取組を通じて、都市の良好なまちなみ景観や里地・里山

等の美しい農山漁村景観、緑地・水辺景観の維持・形成を図ります。 

 

４ 土地の有効利用の促進 

(1) 所在地の把握や所有者の特定など、空き家等の実態を把握した上で、空き家バンク等による所有者と入

居希望者とのマッチングや、地域の活性化に資する施設等に改修するなど空き家等の利活用を促進すると

ともに、倒壊等の著しい危険がある空き家等については、除却等の措置を進めます。 

(2) 都市の低未利用地について、農地等または避難地のためのオープンスペースなど、新たな土地利用の担

い手が見つかるまでの「つなぎ」としての利用や、恒久的な自然的土地利用への転換など、有効な利用が

図られるよう検討します。 

 

５ 土地利用転換の適正化 

(1) 土地利用の転換を図る場合には、その転換の不可逆性及び影響の大きさに十分留意した上で、人口及び

産業の動向、周辺の土地利用の状況、社会資本の整備状況その他の自然的・社会的条件等を勘案して適正

に行うこととします。また、転換途上であっても、これらの条件の変化を勘案する必要があるときは、速

やかに計画の見直し等の適切な措置を講じます。 

(2) 大規模な土地利用の転換については、その影響が広範囲に及ぶため、周辺地域も含めて事前に十分な調

査を行い、県土の保全、安全性の確保、環境の保全等に配慮しつつ、新潟県大規模開発行為の適正化対策

要綱に基づき、適正な土地利用を図ります。 

 

６ 県土に関する調査の推進 

(1) 県土の科学的かつ総合的な把握を一層充実するため、国土調査など県土に関する基礎的な調査を推進す

るとともに、その総合的な利用を図ります。特に、地籍整備の実施による土地境界の明確化は、被災後の

復旧・復興の迅速化を始めとして、土地取引の円滑化等に大きく貢献し、極めて重要な取組であることか

ら、事業計画に従って地籍調査を行っていきます。 

(2) 希少種を始めとする生物の分布情報は、自然環境を保全・再生する国土利用の促進において重要な情報

であるため、様々な主体による調査結果を集約することなどにより、分布情報等の整備を図ります。 

 

７ 地方分権と計画の効果的な推進 

(1) 地方分権の状況を十分に踏まえながら、市町村内で完結する事務については土地利用関連法制等に係る

権限移譲を進めるとともに、県は広域自治体としての企画・調整を行います。 

(2) 計画の推進等に当たっては、各種の指標等を活用し、県土利用をとりまく状況や県土利用の現況等の変

化を把握しながら行います。なお、必要に応じて計画の総合的な見直しについて検討します。 

 

８ 多様な主体の参画による県土管理の推進 

所有者等による管理並びに国、県及び市町村による公的な管理に加え、地域住民、企業、ＮＰＯなど多様

な主体が、森林づくり活動、河川・湖沼環境の保全活動、農地の保全管理活動等に参画することにより、県

土の適切な管理を図ります。また、地元農産品や地域材製品の購入、緑化活動に対する寄付等の取組を推進
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します。 

 

９ 各地域別における必要な措置と原則 

上記のほか、新潟県土地利用基本計画図に示された都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自

然保全地域の各地域ごとに適正な土地利用を図るため、それぞれ次の原則を定めます。 

 

(1) 都市地域 

都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し及び保全する必要がある地域です。良好な都市

環境の確保及び形成並びに機能的な都市基盤の整備等に配慮しつつ、既成市街地の整備を推進するととも

に、コンパクトな都市づくりを進めます。市街化区域又は用途地域において今後必要とされる宅地等の計

画的な確保・整備を基本に、都市地域の土地利用を進めます。 

(ｱ) 市街化区域については、都市における環境を安全でゆとりあるものとし、県内の経済・社会情勢の変

化に適切に対応できるように十分配慮した市街地の開発、防災施設の整備、交通体系の整備及び上下水

道その他の都市施設の整備を計画的に推進します。 

また、市街化区域に残されている樹木や樹林地及び潟、沼、海岸、河川敷などの水辺地については、

都市の環境が良好なものとなるように、また、生態系ネットワークの形成に配慮して、適正に保全する

とともに、都市緑化の推進を図ります。 

(ｲ) 市街化調整区域については、特定の場合を除き、都市的な利用を避け、良好な都市環境を保持するた

めの緑地等の保全を図ることとします。 

(ｳ) 区域区分を定めていない都市計画区域について、用途地域内の土地利用は、上記(ｱ)の市街化区域にお

ける土地利用に準ずるものとします。また、用途地域外の都市地域は、土地利用の動向を踏まえ、自然

環境の保全及び農地や森林の保全を図りながら、計画的に土地利用を進めることとします。 

     

ア 市町村合併により、同じ市町村内で複数の都市計画区域を有し、開発行為等の土地利用規制の強弱が

発生している場合は、市町村の土地利用の規制が均衡のとれたものとなるよう、国土利用計画（市町村

計画）等を策定するとともに、各種の土地利用関係法に基づく土地利用に関する計画を踏まえ、土地利

用の調整を進めていきます。 

イ 都市地域内での土地利用の高度化のため、用途地域内の低未利用地を優先的に利用することで都市の

再生を図ります。 

ウ 市街化区域内や用途地域内の農地について、周辺の農業地域と一体的な利用が見込まれる集団的な農

地であり、かつ、都市的な開発の見込みがない場合には、当該農地の市街化調整区域への編入や用途地

域指定の解除を推進するとともに、農業地域の農用地区域へ編入することを検討していきます。 

 

(2) 農業地域 

農業地域は、農地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要がある地域です。農地

は、食料自給率の向上や農業生産力の維持強化のために必要なものであり、私たちの生活環境を良好なも

のにします。そのため、特にその保全と有効利用を図るとともに、生産性向上等の見地から、農用地区域

において農用地を計画的に確保・整備するものとします。 

(ｱ) 農用地区域内の土地は、農業生産の基盤として確保されるべき土地であることから、土地改良、農用

地造成等の農業基盤の整備を計画的に推進するとともに、他用途への転用を行わないものとします。 

(ｲ) その他の農業地域内の農地等については、原則として優良農地は他用途への転用は行わないものとし

ます。また、都市計画等の農業関係以外の土地利用に関する計画との調整が整った場合は、その調整結

果を尊重するものとします。 

     

ア 都市郊外又は国道などの幹線沿いで農地と宅地が混在する地区では、都市と農山村との調和が図られ

るよう、本計画などを踏まえた国土利用計画（市町村計画）に基づくゾーニングを行うなど、農業地域

の中に虫食い状の宅地開発が発生又は拡大しないよう、適切な土地利用を図っていきます。 

また、農業地域において都市的土地利用が進みつつある場合には、農業的土地利用を優先させること

を前提に、都市計画法に基づく制度等を活用し、土地利用の相互の調整を図っていきます。 

イ 新潟県農業振興地域整備基本方針で目標とする農用地面積を念頭に置きつつ、農地の集団性が確保さ

れるよう、農地から都市的土地利用への無秩序な転換を抑制していくこととします。 
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(3) 森林地域 

森林地域は、森林として利用すべき土地があり、林業の振興又は森林の有する多面的機能の維持増進を

図る必要がある地域です。木材生産等の経済的機能及び森林が有する国土保全、水源かん養、保健休養、

自然環境の保全等の機能が総合的に発揮されるよう、森林経営の担い手の確保と森林整備への投資を図り

ながら、持続可能な森林経営の確立に向け、必要な森林の確保及び整備を図るものとします。 

(ｱ) 保安林については、その目的を考慮して、適正な管理を行うとともに、他用途への転換を行わないも

のとします。 

(ｲ) 保安林以外の森林については、経済的、公益的機能など多面的機能の維持増進を図るものとします。 

(ｳ) 保安林の指定要件を満たしている開発すべきでない森林については、保安林の指定を進めます。 

(ｴ) 林地の保全に特に留意すべき森林等は、原則として他用途への転換を行わないものとします。 

 

ア 森林地域の土地売買の届出を受理した場合は、その利用目的が下流域及び地下水へ悪影響をもたらす

ような不適切な土地利用が行われることのないように、指導を行っていきます。 

イ 岩石採取、砂利採取及び土砂採取の許認可に際しては、申請者等に対し、これらの採取を適切に行う

とともに、採取後は原則として採取地の緑化を図るよう指導します。併せて、建設発生土の活用を推進

します。 

ウ ゴルフ場、スキー場などのレジャー施設の営業が休止又は廃止される際には、近隣の植生に配慮した

植林をする等の指導を行うとともに、植林後は森林地域に指定することを検討します。 

エ 森林の伐採後は適確な更新を図るとともに、人工造林を行う場合は、郷土樹種など現地の自然的条件

に適合し、木材需要にも配慮した樹種を選定します。松くい虫による被害が大きい海岸保安林において

は、抵抗性の高い松や常緑広葉樹の導入により、保安林機能の回復を図ります。 

 

(4) 自然公園地域 

自然公園地域は、優れた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図る必要がある地域です。自然公

園は、その利用を通じて県民の保健・休養及び自然学習とふれあいの場とする趣旨から、この地域につい

ては、優れた自然の保護とその適正な利用を図るものとします。 

(ｱ) 特別保護地区については、その指定の趣旨を考慮し、現在の景観をそのまま維持するものとします。 

(ｲ) 特別地域については、その風致を維持し、都市的土地利用、農業的土地利用等を行うための開発行為

は、原則として行わないものとします。 

(ｳ) その他の自然公園地域については、都市的土地利用又は農業的土地利用を行うための大規模な開発そ

の他自然公園としての風景の保護に支障を来すおそれのある土地利用は、原則として行わないものとし

ます。 

 

(5) 自然保全地域 

自然保全地域は、良好な自然環境を形成している地域で、その自然環境の保全を図る必要がある地域で

す。良好な自然環境が人間の健康で文化的な生活に欠くことのできないものであり、広く県民がその恩恵

を享受するとともに、将来の県民に自然環境を継承することができるよう、この地域については積極的に

自然環境の保全を図るものとします。 

(ｱ) 原生自然環境保全地域については、その指定の趣旨を考慮して、その区域を原生の状態で維持するも

のとします。 

(ｲ) 特別地区については、その指定の趣旨を考慮して、その区域を自然の状態で適正に保全するものとし

ます。 

(ｳ) その他の自然保全地域については、原則として土地の利用目的を変更しないものとします。 

 

第４ ５地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針 

 

都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域のうち２地域が重複している地域において

は、次に掲げる調整指導方針に即し、また、３以上の地域が重複する地域においては、次に掲げる調整指導方

針におけるそれぞれの関係からみた優先順位、指導の方針等を考慮し、前述の「第１ 県土の利用に関する基本

構想」に掲げる方針に沿った適正かつ合理的な土地利用を図るものとします。 
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１ 都市地域と農業地域とが重複する地域 

(1) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と農用地区域とが重複する場合 

農用地としての利用を優先するものとします。 

(2) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と農用地区域以外の農業地域とが重複する場合 

原則として、農地としての利用を優先するものとします。ただし、土地利用の現況に留意し、農業上の

利用と調整を図りながら、本基本計画を踏まえた、国土利用計画法による計画等に基づく都市的利用につ

いては、認めるものとします。 

 

２ 都市地域と森林地域とが重複する地域 

(1) 都市地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとします。 

(2) 市街化区域又は用途地域である都市地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

都市内に残されている樹木や森林について、緑地としての保全に最大限努めながら、都市的な利用を図

るものとします。 

(3) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

森林としての利用の現況に留意しつつ、森林としての利用との調整を図りながら、本基本計画を踏まえ

た、国土利用計画法による計画等に基づく都市的利用については、認めるものとします。 

 

３ 都市地域と自然公園地域とが重複する地域 

(1) 市街化区域又は用途地域である都市地域と自然公園地域とが重複する場合 

自然公園としての機能を可能な限り維持できるよう調整を図りながら、都市的利用を図っていきます。 

(2) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と特別地域とが重複する場合 

自然公園としての保護及び利用を優先するものとします。 

(3) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

４ 都市地域と自然保全地域とが重複する地域 

(1) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と特別地区とが重複する場合 

自然環境の保全を優先するものとします。 

(2) 市街化区域又は用途地域以外の都市地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

５ 農業地域と森林地域とが重複する地域 

(1) 農業地域と保安林の区域とが重複する場合 

保安林としての利用を優先するものとします。 

(2) 農用地区域である農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

原則として、農用地としての利用を優先するものとします。ただし、農業上の利用との調整を図りなが

ら、森林としての利用を認めるものとします。 

(3) 農用地区域以外の農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合 

森林としての利用を優先するものとします。ただし、森林としての利用との調整を図りながら、農業上

の利用を認めるものとします。 

 

６ 農業地域と自然公園地域とが重複する地域 

(1) 農業地域と特別地域とが重複する場合 

自然公園としての保護及び利用を優先するものとします。 

(2) 農業地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

７ 農業地域と自然保全地域とが重複する地域 

(1) 農業地域と特別地区とが重複する場合 
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自然環境の保全を優先するものとします。 

(2) 農業地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する場合 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

８ 森林地域と自然公園地域とが重複する地域 

 両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

９ 森林地域と自然保全地域とが重複する地域 

 両地域が両立するよう調整を図っていくものとします。 

 

第５ 土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画 

次の表に掲げる公的機関を主体とする開発保全整備計画については、当該計画に基づく事業が促進される

よう土地利用上配慮するものとします。 

 

公的機関開発保全整備計画 

計 画 名 事 業 目 的 規 模 位 置 計 画 主 体 事 業 主 体

新 潟 港 商港としての 国土交 通省

西 港 地 区 機 能 整 備 新 潟 県
80.8㏊ 新潟市 新潟県

 
 

新潟県土地利用基本計画図 

（省略） 

 

おわりに 

本計画では､｢適切な県土管理を実現するための土地利用の方針｣､「地域経済の持続的な発展のための土地利

用の方針｣､「災害に強い安全・安心な県土の実現に向けた土地利用の方針」及び「自然環境との共生、地球温

暖化の防止に向けた土地利用の方針」の４つの基本方針を示していますが、これらを実現するために必要な土

地利用の転換には数十年単位の期間を要する場合もあることから、計画期間を超えた長期的な見通しの上に地

域の合意形成を進めるなど、長期の視点から取り組んでいくことが求められます。 

また、当分の間、人口減少が避けられない中、これらを実現していくためには、土地利用や県土管理の手法

等について新たな知見が必要となることが想定されます。このため、本計画を具体化するための手法や様々な

主体の役割等については、計画策定後、さらに検討を進めていくこととします。 

 

［参考］ 

国土利用計画法上の位置付け 
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新潟県土地利用計画 国土利用計画法

前文

第１  県土の利用に関する基本構想

　１  本計画の役割 法第７条・第９条共通

　２  県土の概要・利用状況 （課題・構想）

　３  県土利用の諸課題

　４  県土利用の基本構想

第２　県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の

    目標及びその地域別の概要

第３　第２に掲げる事項を達成するために必要な

　　措置の概要

  １  土地利用関連法制等の適切な運用

  ２　県土の保全と安全性の確保

  ３  自然環境の保全・再生・活用

  ４  土地の有効利用の促進

  ５　土地利用転換の適正化

  ６　県土に関する調査の推進

  ７　地方分権と計画の効果的な推進

  ８  多様な主体の参画による県土管理の推進

　９  各地域別における必要な措置と原則

　  (1) 都市地域

    (2) 農業地域 法第７条・第９条共通

    (3) 森林地域 （各地域別の措置）

    (4) 自然公園地域

    (5) 自然保全地域

第４　５地域区分の重複する地域における土地利

  　用に関する調整指導方針

第５　土地利用上配慮されるべき公的機関の開発

　　保全整備計画

土地利用基本計画図

おわりに

法第７条

法第９条

 
法第７条・・・国土利用計画（県計画）に関する事項 

法第９条・・・土地利用基本計画に関する事項 

 

◎新潟県告示第388号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 長岡寺泊線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

長岡市寺泊竹森字津々場695番１から 

 

同市寺泊竹森字津々場691番１まで 

 

新 

 

 

12.8～14.3メートル 

 

 

50.6メートル 

 

旧 

 

9.2～13.3メートル 

 

50.6メートル 

 備考 路線の重用 
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        全区間県道夏戸寺泊停車場線と重用 

 

 

 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 夏戸寺泊停車場線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

長岡市寺泊竹森字津々場691番１から 

 

同市寺泊竹森字津々場695番１まで 

 

新 

 

 

12.8～14.3メートル 

 

 

50.6メートル 

 

旧 

 

9.2～13.3メートル 

 

50.6メートル 

 備考 路線の重用 

        全区間県道長岡寺泊線と重用 

 

◎新潟県告示第389号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   長岡寺泊線 

２ 供用開始の区間 

  長岡市寺泊竹森字津々場695番１から同市寺泊竹森字津々場691番１まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第390号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 新潟五泉間瀬線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

阿賀野市保田字上野林6301番１から 

 

同市保田字上野林6400番１まで 

 

新 

 

14.0～17.5メートル 

 

82.0メートル 

 

旧 

 

14.0～17.5メートル 

 

82.0メートル 

 

◎新潟県告示第391号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 
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１ 路 線 名  県道   新潟五泉間瀬線 

２ 供用開始の区間 

  阿賀野市保田字上野林6301番１から同市保田字上野林6400番１まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第392号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 117号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市伊達甲173番から 

 

同市伊達甲174番１まで 

新 20.0～26.6メートル 33.2メートル 

旧 20.0～27.6メートル 33.2メートル 

備考 路線の重用 

一部区間県道当間土市停車場線と重用 

 

◎新潟県告示第393号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  一般国道 117号 

２ 供用開始の区間 

  十日町市伊達甲173番から同市伊達甲174番１まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第394号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 小千谷十日町津南線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

十日町市中屋敷３番11から 

 

 

新 

 

7.9～46.8メートル 

 

275.5メートル 
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同市山野田348番26まで  

旧 

 

8.3～36.6メートル 

 

274.0メートル 

 

◎新潟県告示第395号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   小千谷十日町津南線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市中屋敷３番11から同市山野田348番26まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第396号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 小千谷十日町津南線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市北鎧坂416番14から 

 

同市北鎧坂416番14まで 

新 12.2～43.8メートル 66.3メートル 

旧 8.9～43.8メートル 66.3メートル 

 

◎新潟県告示第397号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   小千谷十日町津南線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市北鎧坂416番14から同市北鎧坂416番14まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第398号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 当間土市停車場線 
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３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市伊達甲1719番15から 

 

同市伊達甲 176 番１ 

新 8.1～27.4メートル 272.1メートル 

旧 8.1～27.4メートル 274.6メートル 

備考 路線の重用 

   一部区間一般国道117号と重用 

 

◎新潟県告示第399号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   当間土市停車場線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市伊達甲1719番15から同市伊達甲176番１まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第400号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 十日町千手線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

十日町市水口沢1493番１から 

 

同市中屋敷11番１まで 

 

新 

 

15.8～19.0メートル 

 

108.0メートル 

 

旧 

 

15.8～30.1メートル 

 

114.9メートル 

備考 路線の終点を変更する区域変更 

 

◎新潟県告示第401号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   十日町千手線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市水口沢1493番１から同市中屋敷11番１まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 
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◎新潟県告示第402号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 県道  

２ 路 線 名 平石西ノ裏線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

南魚沼市小栗山字長表300番３から 

 

同市小栗山字長表319番３まで 

 

 

新 

 

16.0～27.0メートル 

 

 

120.3メートル 

 

 

旧 

 

16.0～16.4メートル 

 

 

120.4メートル 

 

 

◎新潟県告示第403号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  県道   平石西ノ裏線 

２ 供用開始の区間 

  南魚沼市小栗山字長表300番３から同市小栗山字長表319番３まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第404号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 350号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市加茂歌代字境399番７から 

 

同市加茂歌代字境402番８まで 

 

新 

 

14.2 ～ 28.2メートル 

 

183.2メートル 

 

旧 

 

9.3 ～ 28.2メートル 

 

182.0メートル 

 備考 路線の重用 

    全区間県道佐渡縦貫線と重用 

 

 

 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 佐渡縦貫線 
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３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市加茂歌代字境399番７から 

 

同市加茂歌代字境402番８まで 

 

新 

 

14.2 ～ 28.2メートル 

 

183.2メートル 

 

旧 

 

9.3 ～ 28.2メートル 

 

182.0メートル 

備考 路線の重用 

    全区間一般国道350号と重用 

 

◎新潟県告示第405号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  一般国道 350号 

２ 供用開始の区間 

佐渡市加茂歌代字境399番７から同市加茂歌代字境402番８まで 

３ 供用開始の期日  平成29年３月31日 

 

◎新潟県告示第406号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 350号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市千種字中346番１から 

 

同市千種字中408番１まで 

 

新 

 

12.4～15.8メートル 

 

240.0メートル 

 

旧 

 

12.4～24.4メートル 

 

240.0メートル 

 備考 路線の重用 

全区間県道金井畑野線と重用 

 

 

 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 金井畑野線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市千種字中346番１から 

 

 

新 

 

12.4～15.8メートル 

 

240.0メートル 
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同市千種字中408番１まで  

旧 

 

12.4～24.4メートル 

 

240.0メートル 

 備考 路線の重用 

全区間一般国道350号と重用 

 

◎新潟県告示第407号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により指定した道路の位置を次のとおり変更し

た。 

平成29年３月31日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

１ 変更した指定道路の種類 

  第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 変更の年月日 

  平成29年３月９日 

３ 変更した指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

○変更前（平成26年11月28日指定） 

十日町市字江ノ尻乙49番３の内、

乙49番４、乙49番５の内、乙49番

６の内、乙50番４の内 

○変更後 

十日町市字江ノ尻乙49番３の内、

乙49番４、乙49番５の内、乙49番

６の内、乙49番７の内、乙50番４

の内 

 

6.00 

 

 

 

 

6.05 

 

9.57 

 

 

 

 

9.57 

 

◎新潟県告示第408号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を次のとおり

施行する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 施行者の名称 

 新潟県 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

(1) 種類 魚沼都市計画下水道事業 

(2) 名称 魚野川流域下水道（堀之内処理区） 

３ 事業施行期間 

 昭和59年３月８日から平成36年３月31日まで 

４ 事業地 

(1) 収用の部分 

変更なし  

(2) 使用の部分 

変更なし 

 

◎新潟県告示第409号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を次のとおり

施行する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 施行者の名称 
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 新潟県 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

(1) 種類 新潟都市計画及び阿賀野都市計画下水道事業 

(2) 名称 阿賀野川流域下水道（新井郷川処理区） 

３ 事業施行期間 

 平成４年９月10日から平成36年３月31日まで 

４ 事業地 

 (1) 収用の部分 

変更なし  

(2) 使用の部分 

変更なし 

 

◎新潟県告示第410号 

新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号）第196条の規定により、新潟県指定金融機関等の名称、位置及び

事務取扱区分（昭和60年４月新潟県告示第1334号）の一部を次のとおり改正し、平成29年３月13日から実施した。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

第３号の表中 

「 横浜中央信用組合 新  潟  支  店  新潟市 」 

を 

「 横浜幸銀信用組合 新  潟  支  店      新潟市 」 

に改める。 
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◎新潟県告示第411号 

新潟県指定金融機関等事務取扱規程（昭和57年３月新潟県告示第1006号）の一部を次のように改正し、平成29

年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動後項」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という｡)が存在する場合には当該移動項を当該移動後項とし、

移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く｡)を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項

の表示及び追加項を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
 （現金による収納） 

第８条 （略） 

２ 指定金融機関等は、前項の納付を指定金融機関

等が設置する端末機器により受けたときは、同項

各号に掲げる事項を確認のうえ収納し、納入通知

書等を複写した画像及び印鑑の印影を印刷した領

収書を交付しなければならない。 

３ 指定金融機関等は、前項の方法による収納をし

ようとするときは、あらかじめ会計管理者に協議

しなければならない。 

４ 第１項の規定は、指定金融機関等が、会計管理

者並びに財務現金取扱員及び税務現金取扱員（以

下「会計管理者等」という｡)から納入通知書等を

添えて現金の払込みを受けた場合並びに徴収事務

の受託者及び収納事務の受託者から受託現金払込

書を添えて現金の払込みを受けた場合について準

用する。 

 （現金による収納） 

第８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定は、指定金融機関等が、会計管理者

並びに財務現金取扱員及び税務現金取扱員（以下

「会計管理者等」という｡)から納入通知書等を添

えて現金の払込みを受けた場合並びに徴収事務の

受託者及び収納事務の受託者から受託現金払込書

を添えて現金の払込みを受けた場合について準用

する。 
  

 

 

公   告 

県の鑑賞魚の指定について（公告） 

錦鯉を平成29年５月５日付けで県の鑑賞魚とする。 

平成29年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

 

病院局管理規程 
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新潟県病院局管理規程第３号 

新潟県病院局組織規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県病院事業管理者  若 月  道 秀 

新潟県病院局組織規程の一部を改正する規程 

新潟県病院局組織規程（昭和36年新潟県病院局管理規程第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（病院の組織） 

第８条 病院に次の部、課、科及び係を置く。ただ

し、課、科及び係については、病院の規格その他

の状況によりその一部を置かないことができる。 

 管理部 （略） 

 診療部 

  内科 総合診療科 呼吸器科 循環器内科 

消化器内科 人工透析内科 気管食道科 神

経科（又は神経内科） 緩和ケア科 外科 呼

吸器外科 心臓血管外科 消化器外科 乳腺

外科 肛門外科 小児外科 整形外科 脳神

経外科 形成外科 精神科 リウマチ科 小児

科 皮膚泌尿器科（又は皮膚科及び泌尿器科） 

産婦人科（又は婦人科） 眼科 耳鼻いんこう

科 リハビリテーション科 レクリエーション

療法科 作業療法科 放射線科 麻酔科 病

理診断科 臨床検査科 救急科 歯科 歯科

口腔外科 

 薬剤部 

 看護部 

２ （略） 

３ （略） 

 

 （局本庁の職の設置） 

第14条 局本庁に法令の規定により置かれる職及び

次条から第17条の３までの規定により置かれる職

のほか、次のうち必要な職を置く。 

 事務職員及び技術職員をもつて充てる職 

(1) 主事 

(2) 技師 

(3) 医師 

 

（業務指導監） 

第17条の３ 課に業務指導監を置くことができる。 

 

 

第20条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、県立がんセンター

新潟病院の部及びセンターに次のとおり長を置く。 

（病院の組織） 

第８条 病院に次の部、課、科及び係を置く。ただ

し、課、科及び係については、病院の規格その他

の状況によりその一部を置かないことができる。 

 管理部 （略） 

 診療部 

  内科 総合診療科 呼吸器科 循環器内科 

消化器内科 気管食道科 神経科（又は神経内

科） 緩和ケア科 外科 呼吸器外科 心臓血

管外科 消化器外科 乳腺外科 小児外科 

整形外科 脳神経外科 形成外科 精神科 

リウマチ科 小児科 皮膚泌尿器科（又は皮膚

科及び泌尿器科） 産婦人科（又は婦人科） 眼

科 耳鼻いんこう科 リハビリテーション科 

レクリエーション療法科 作業療法科 放射線

科 麻酔科 病理診断科 臨床検査科 救急

科 歯科 歯科口腔外科 

 薬剤部 

 看護部 

２ （略） 

３ （略） 

 

 

 （局本庁の職の設置） 

第14条 局本庁に法令の規定により置かれる職及び

次条から第17条の３までの規定により置かれる職

のほか、次のうち必要な職を置く。 

 事務職員及び技術職員をもつて充てる職 

(1) 主事 

(2) 技師 

 

 

（業務指導監） 

第17条の３ 局業務課に業務指導監を置くことがで

きる。 

 

第20条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、県立がんセンター

新潟病院の部及びセンターに次のとおり長を置く。 
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 臨床部 （略） 

 研究部 （略） 

 情報調査部 （略） 

 地域連携・相談支援センター 

  地域連携・相談支援センター長 地域連携・相 

談支援センター副センター長 看護師長 副看 

護師長 

 緩和ケアセンター （略） 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

 臨床部 （略） 

 研究部 （略） 

 情報調査部 （略） 

 地域連携・相談支援センター 

  地域連携・相談支援センター長 看護師長 副 

看護師長 

 緩和ケアセンター （略） 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

 

 
 

附 則 

 この規程は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県病院局管理規程第４号 

新潟県立病院の料金に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県病院事業管理者  若 月  道 秀 

新潟県立病院の料金に関する規程の一部を改正する規程 

新潟県立病院の料金に関する規程（昭和 39年新潟県病院局管理規程第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加え

る。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 

１～２ （略） 

３ 入院室料差額 

(1) 特別Ｓ室      １日につき 17,930円 

(2) 特別Ａ室      １日につき  8,750円 

(3) 特別Ｂ室      １日につき  6,050円 

(4) 特別Ｃ室      １日につき  5,180円 

(5) 特別Ｄ室      １日につき  3,560円 

(6) Ａ  室      １日につき  2,380円 

 

(7) Ｂ  室      １日につき  1,730円 

 

ただし、電話を設置しない場合は、220円を減額

する。 

また、病院長は、病院局長の承認を受けて当該

各号に定める範囲内の料金を定めることができる。 

 

４～45 （略） 

備考 （略） 

（略） 

３ 17,930円 16,600円 

8,750円 8,100円 

6,050円 5,600円 

5,180円 4,800円 

3,560円 3,300円 

2,380円 2,200円 

1,730円 1,600円 

ただし、電話を設

置しない場合は、

220円を減額する。 

ただし、電話を設

置しない場合は、

200円を減額する。 

（略） 
 

別表（第２条関係） 

１～２ （略） 

３ 入院室料差額 

(1) 特別Ｓ室      １日につき 17,930円 

(2) 特別Ａ室      １日につき  8,750円 

(3) 特別Ｂ室      １日につき  6,050円 

(4) 特別Ｃ室      １日につき  5,180円 

(5) 特別Ｄ室      １日につき  3,560円 

(6) Ａ  室      １日につき  2,160円 

（電話を設備した場合は、2,380円） 

(7) Ｂ  室      １日につき  1,510円 

（電話を設備した場合は、1,730円） 

 

 

ただし、病院長は、病院局長の承認を受けて当

該各号に定める範囲内の料金を定めることができ

る。 

４～45 （略） 

備考 （略）  

（略） 

３ 17,930円 16,600円 

8,750円 8,100円 

6,050円 5,600円 

5,180円 4,800円 

3,560円 3,300円 

2,160円 2,000円 

2,380円 2,200円 

1,510円 1,400円 

1,730円 1,600円 

（略） 
 

附 則 

この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

 

病院局告示 
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◎新潟県病院局告示第１号 

新潟県の設置する病院の診療科目の指定（昭和46年７月新潟県病院局告示第６号）の一部を次のように改正し、

平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県病院事業管理者  若 月  道 秀 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院名 診療科目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院名 診療科目  

（略） （略） 

新潟県立吉田病院 内科、消化器内科、神経内科、

人工透析内科、外科、消化器

外科、乳腺外科、肛門外科、

小児科、整形外科、脳神経外

科、皮膚科、泌尿器科、産婦

人科、眼科、耳鼻いんこう科、

リハビリテーション科、放射

線科、精神科、歯科口腔外科、

麻酔科 

新潟県立吉田病院 内科、消化器内科、神経内科、

外科、小児科、整形外科、脳

神経外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いんこ

う科、リハビリテーション科、

放射線科、精神科、歯科口腔

外科、麻酔科 

（略） （略） 

 

 

 

     

議 会 規 程 
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新潟県議会規程第１号 

政治倫理の確立のための新潟県議会の議員の資産等の公開に関する条例施行規程の一部を改正する規程を次の

ように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県議会議長  早 川  吉 秀 

政治倫理の確立のための新潟県議会の議員の資産等の公開に関する条例施行規程の一部を改正する規程 

政治倫理の確立のための新潟県議会の議員の資産等の公開に関する条例施行規程（平成７年新潟県議会規程第

２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

第３号様式（第６条関係） 

 （略） 

        所得等報告書 

 （略） 

（略） 

分 （略） 

離

課 

一般株式等の事業

・譲渡・雑所得 

   

税 上場株式等の事業

・譲渡・雑所得 

   

 上場株式等の利子・

配当所得 

   

 （略） 

（略） 
 

第３号様式（第６条関係） 

 （略） 

        所得等報告書 

 （略） 

（略） 

分

離

課

税 

（略） 

株式等の事業・譲渡

・雑所得 

 

   

上場株式等の配当

所得 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 
 

 （略）  （略） 

附 則 

 この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第７号 

平成28年７月10日執行の参議院新潟県選出議員選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条の規

定により提出された候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は次のとおりである。 

平成29年３月31日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第８号 

平成28年10月16日執行の新潟県知事選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条の規定により提

出された候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は次のとおりである。 

平成29年３月31日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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平成29年３月31日(金) 新  潟  県  報 第25号 

56 

 

 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第９号 
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公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、糸魚川市選挙管理委員会から、次のとおり指定内容に異動があった旨の報告があった。 

平成29年３月31日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

指定内容に異動のあった施設 

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 
指定内容 

異動年月日 

中能生地区公民館 糸魚川市大字大沢

241番地２ 

（旧糸魚川市大字大

沢516番地） 

和室 49.69 平成 29年３月 13 日 

軽運動場 124.22  

（旧１階 和室、２階 

和室） 

（旧45.00、

119.00） 

 

 

 

人事委員会規則 

新潟県人事委員会規則の基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第１－14号 

新潟県人事委員会規則の基準に関する規則の一部を改正する規則 

新潟県人事委員会規則の基準に関する規則（規則第１－１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  別表１ 

   規則番号       事  項 

 （略）              （略） 

 第21－０号 〃   配偶者同行休業 

別表１ 

   規則番号       事  項 

 （略）              （略） 

  附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第11－15号 

不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則 

不利益処分についての審査請求に関する規則（規則第11－13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「追加条」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動後項等」という｡)に対応する同

表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動項等」という｡)が存在する場合には当

該移動項等を当該移動後項等とし、移動後項等に対応する移動項等が存在しない場合には当該移動後項等（以下

「追加項等」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項及び号の表示、追加条並びに追加項等を除く。以下「改正後部

分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項及び号の表示を除く。以下「改正部分」と

いう｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない

場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （審査の打切却下） 

第13条 委員会は、係属している審査請求が次のい

ずれかに該当するときには、審査を打ち切り、当

該審査請求の却下を決定するものとする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 第31条の２第２項（第51条において準用する

場合を含む｡)の規定に基づき審理が終了された

とき。 

(8) （略） 

２ （略） 

 

（代理人） 

第15条 （略） 

２ 代理人は、当事者のために、その審査請求に関

する一切の行為をすることができる。ただし、審

査請求の取下げ又は復代理人の選任は、特別の委

任を受けなければすることができない。 

３・４ （略） 

５ 代理人は、復代理人を選任し、又は解任したと

きは、書面で委員会にその者の氏名、住所及び職

名又は職業を届け出なければならない。 

６ 当事者（審査請求の取下げにあっては、請求人

に限る｡)は、代理人に対して第２項ただし書に規

定する特別の委任をしたとき、又はその委任を撤

回したときは、第４項に規定する書面その他の書

面にその旨を記載して、委員会に届け出なければ

ならない。ただし、その委任又は委任の撤回が委

任状その他の書面の提出によって証明されたとき

は、この限りでない。 

７ 請求人は、第４項及び前項の規定による届出を

審査請求書に記載してすることができる。 

８ （略） 

 

（審査の打切却下） 

第13条 委員会は、係属している審査請求が次のい

ずれかに該当するときには、審査を打ち切り、当

該審査請求の却下を決定するものとする。 

(1)～(6) （略） 

 

 

 

(7) （略） 

２ （略） 

 

（代理人） 

第15条 （略） 

２ 代理人は、当事者のために、その審査請求に関

する一切の行為をすることができる。ただし、審

査請求の取下げは、特別の委任を受けなければす

ることができない。 

３・４ （略） 

 

 

 

５ 請求人は、代理人に対して第２項ただし書に規

定する特別の委任をしたとき、又はその委任を撤

回したときは、前項に規定する書面その他の書面

にその旨を記載して、委員会に届け出なければな

らない。ただし、その委任又は委任の撤回が委任

状その他の書面の提出によって証明されたときは、

この限りでない。 

 

６ 請求人は、前２項の規定による届出を審査請求

書に記載してすることができる。 

７ （略） 
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第17条 （略） 

 

（審理の計画的進行） 

第17条の２ 当事者及び代理人並びに委員会は、円

滑かつ迅速で公正な審理の実現のため、審理にお

いて、相互に協力するとともに、審理の計画的な

進行を図らなければならない。 

 

第31条 （略） 

 

（審理の終了） 

第31条の２ 委員会は、必要な審理を終えたと認め

るときは、審理を終了するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、委員会は、次の各号

のいずれかに該当するときは、審理を終了するこ

とができる。 

(1) 請求人から第23条第３項に規定する書面が同

項の規定の相当の期間内に提出されない場合に

おいて、委員会が更に一定の期間を定めてこれ

らの書面の提出を求めたにもかからず、当該提

出期間内に提出されなかったとき。 

(2) 請求人及びその代理人が共に口頭審理の期日

に正当な理由がなくて出席しないとき。 

３ 委員会は、前２項の規定に基づき審理を終了し

たときは、速やかに、当事者にその旨を通知する

ものとする。 

 

第41条 （略） 

 

（証人の遮へいの措置） 

第41条の２ 委員会は、事案の性質、証人の心身の

状態、証人と当事者又は代理人との関係その他の

事情により、証人が当事者、代理人又は傍聴人の

面前で陳述するときは圧迫を受け精神の平穏を著

しく害されるおそれがあると認める場合であって、

相当と認めるときは、当事者、代理人又は傍聴人

との間で、相互に相手の状態を認識することがで

きないようにするための措置をとることができる。

この場合、当事者及び証人の意見を聴くものとす

る。 

 

（口頭審理に関する規定の準用） 

第51条 第17条の２、第22条、第23条第２項から第

４項まで、第25条、第26条、第31条、第31条の２並

びに前章第２節（第33条、第41条（第43条第４項

において準用する場合を含む｡)、第41条の２及び

第46条第２項を除く｡)の規定は、書面審理につい

て準用する。この場合において、第23条第２項及

び第３項中「口頭審理」とあるのは「書面審理」

と、第25条第１項中「口頭審理の期日又は期日外

において、事実上及び法律上の事項に関し」とあ

第17条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第31条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第41条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（口頭審理に関する規定の準用） 

第51条 第22条、第23条第２項から第４項まで、第

25条、第26条、第31条並びに前章第２節（第33条、

第41条（第43条第４項において準用する場合を含

む｡)及び第46条第２項を除く｡)の規定は、書面審

理について準用する。この場合において、第23条

第２項及び第３項中「口頭審理」とあるのは「書

面審理」と、第25条第１項中「口頭審理の期日又

は期日外において、事実上及び法律上の事項に関

し」とあるのは「事実上及び法律上の事項に関し」
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るのは「事実上及び法律上の事項に関し」と、同

条第２項中「当事者は、口頭審理の期日又は期日

外において」とあるのは「当事者は」と、同条第

３項中「審査長は、口頭審理の期日外において」

とあるのは「審査長は」と、第47条第１項中「考

慮し、第20条第１項の規定に基づき通知した場所

において証言等又は証拠資料の提出を求めること

が適当でないと認めるときは、当事者の意見を聴

き」とあるのは「考慮し」とそれぞれ読み替える

ものとする。 

と、同条第２項中「当事者は、口頭審理の期日又

は期日外において」とあるのは「当事者は」と、

同条第３項中「審査長は、口頭審理の期日外にお

いて」とあるのは「審査長は」と、第47条第１項

中「考慮し、第20条第１項の規定に基づき通知し

た場所において証言等又は証拠資料の提出を求め

ることが適当でないと認めるときは、当事者の意

見を聴き」とあるのは「考慮し」とそれぞれ読み

替えるものとする。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の不利益処分についての審査請求に関する規則（以下「改正後の規則」という｡)第13条第１項第７号

及び第31条の２の規定は、改正後の規則第２条第１号に規定する処分についての審査請求であってこの規則の

施行の日以後にされた当該処分に係るものについて適用する。 
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勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第11－16号 

勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を改正する規則 

勤務条件に関する措置の要求に関する規則（規則第11－５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動条等」という｡)に対応する同表

の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動後条等」という｡)が存在する場合には当

該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が存在しない場合には当該移動条等（以下「削

除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下「追加条

等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示並びに削除条等を除く。以下「改正部分」という｡)

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示、追加項並びに追加条等を除く。以下「改

正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分

が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部

分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （勤務条件に関する措置の要求） 

第２条 （略） 

２ 前項の書面（以下「措置要求書」という｡)には、

次の各号に掲げる事項を記載し、措置の要求をし

ようとする職員（以下「要求者」という｡)が記名

押印して正副各１通を、関係書類、記録その他の

必要な資料とともに、委員会に提出しなければな

らない。 

(1) 要求者の所属部局、職名、氏名及び住所 

(2)～(4) （略） 

３ （略） 

 

（措置要求書等の調査及び補正） 

第４条 委員会は、措置要求書が提出されたときは、

その記載事項並びに要求者の資格及び要求すべき

措置等について調査するものとする。 

２ 前項の規定による調査の結果、措置の要求に不

備があると認められるときは、委員会は、相当の

期間を定めて、要求者にその補正を命ずることが

できる。ただし、不備が軽微であつて、措置の要

求の内容に影響のないものであるときは、委員会

は、職権でその補正をすることができる。 

 

（措置の要求の受理又は却下） 

第５条 委員会は、前条第１項の規定による調査の

結果により、その措置の要求の受理又は却下を決

定するものとする。この場合において、次に掲げ

る措置の要求については、却下を決定するものと

する。 

(1) 措置の要求をすることができない者によつて

された措置の要求 

（勤務条件に関する措置の要求） 

第２条 （略） 

２ 前項の書面（以下「措置要求書」という｡)には、

次の各号に掲げる事項を記載し、措置の要求をし

ようとする職員（以下「要求者」という｡)が記名

押印して正副各１通を、関係書類、記録その他の

必要な資料とともに、委員会に提出しなければな

らない。 

(1) 要求者の職及び所属部局並びにその氏名 

(2)～(4) （略） 

３ （略） 

 

（措置要求書の調査等） 

第４条 委員会は、措置要求書が提出されたときは、

その記載事項及び添付資料等について調査し、こ

れを受理すべきかどうかについて決定する。 
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(2) 法第46条に規定する勤務条件に該当しないこ

とが明らかな事項についてされた措置の要求 

(3) 前条第２項に規定する補正命令に従つた補正

がされない措置の要求 

(4) 前各号に掲げるもののほか、不適法にされた

措置の要求で不備を補正することができないも

の 

２ 委員会は、前項の規定により措置の要求の受理

を決定したときは、要求者及び権限を有する当局

にその旨を通知するとともに権限を有する当局に

措置要求書の副本を送付するものとし、却下を決

定したときは、理由を付して要求者にその旨を通

知するものとする。 

 

（交渉の勧奨） 

第６条 委員会は、適当であると認めるときは、前

条第１項の決定を行なう前に関係当事者に対し、

要求すべき措置について交渉を行うようすすめる

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査の打切り） 

第９条 委員会は、係属している措置の要求が、次

のいずれかに該当するときには、当該措置の要求

の審査を打ち切ることができる。 

(1) 要求者の退職、所在不明、死亡等により審査

を継続することができなくなつた場合 

(2) 関係当事者における交渉又はあつせんによる

事案の解決、措置の要求の事由の消滅等により

審査を継続する必要がなくなつた場合 

(3) 要求者が審査を継続する意思を放棄したと明

らかに認められる場合 

 

 

 

２ 委員会は、前項の規定により措置の要求の審査

を打ち切つたときは、書面により要求者及び権限

を有する当局にその旨を通知するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条 委員会は、適当であると認めるときは、前

条の決定を行なう前に関係当事者に対し、要求す

べき措置について交渉を行うようすすめるものと

する。 

 

（措置の要求の受理及び却下の通知） 

第６条 委員会は、措置の要求を受理した場合には、

その旨を要求者及び必要があると認めるときは、

当該事項に関し、権限を有する当局に通知し、却

下した場合には、その旨を要求者に通知するもの

とする。 

 

（審査の打切り） 

第９条 委員会は、措置の要求が、係属中において、

次の各号の一に該当する場合には、その事案の審

査を打ち切り、その要求を棄却することができる。 

(1) 要求者の死亡した場合 

 

(2) 要求者の所在不明の場合 

 

 

(3) 関係当事者における交渉又はあつせんにより、

事案の解決した場合 

(4) 措置の要求の理由の消滅した場合 

(5) その他委員会が事案の審査を継続する必要が

なくなつたと認める場合 

  附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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職員の配偶者同行休業に関する規則を次のように定める。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第21－１号 

職員の配偶者同行休業に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年条例第67号。以下「条例」という｡)第６条

第２項の規定に基づき、職員の配偶者同行休業に関し必要な事項を定めるものとする。 

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情） 

第２条 条例第６条第２項の人事委員会規則で定める特別の事情は、配偶者同行休業の期間の延長後の期間が満

了する日における当該配偶者同行休業に係る配偶者（法第26条の６第１項に規定する配偶者をいう｡)の条例第

４条第１号の外国での勤務が同日後も引き続くこととなり、及びその引き続くことが当該延長の申請時には確

定していなかったことその他人事委員会がこれに準ずると認める事情とする。 

附 則 

  この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

人事委員会告示 

◎新潟県人事委員会告示第３号 

不利益処分についての審査請求に関する規則（平成21年新潟県人事委員会規則第11－13号）により不利益処分

についての審査請求の手続に必要な書面の様式（平成21年５月新潟県人事委員会告示第２号）の一部を次のよう

に改正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

別記様式第12号（第15条第４項関係） 

代 理 人 選 任 届 

 （略） 

  下記のとおり代理人を選任したので、届け出ま

す。 

 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（代理人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 ４ 委任事項 

(1) 審査に関する一切の権限 

(2) 審査請求の取下げ 

(3) 復代理人の選任 

（注）１～３ （略） 

   ４ 「委任事項」は、必要に応じて修正す

ること。 

 

別記様式第13号（第15条第４項関係） 

別記様式第12号（第15条第４項関係）     

代 理 人 選 任 届 

 （略） 

  下記のとおり代理人を選任し、審査に関する一

切の権限（審査請求を取り下げる権限を除く｡)を

委任したので、届け出ます。 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（請求人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 

 

 

 

 （注）１～３ （略） 

 

 

 

別記様式第13号（第15条第４項関係）     
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代 理 人 解 任 届 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（代理人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 （略） 

 

別記様式第14号（第15条第６項関係） 

代理人特別委任（撤回）届 

 （略） 

            審査請求人（処分者） 

 （略） 

  下記の事件及び代理人について、審査請求の取

下げ・復代理人の選任に係る権限の委任（委任の

撤回）をしましたので、届け出ます。 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（代理人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 （注）１ （略） 

    ２ 委任（委任の撤回）を行う権限につい

ては、必要に応じて修正すること。 

    ３ （略） 

 

別記様式第19号（第34条第１項、第36条第２項関係） 

証 拠 申 出 書 

 （略） 

記 

 

 

 

 

 （略） 

号証 

 

 証拠の表示 

（原本・写しの 

 別） 

証拠の作

成者及び

所在 

証明しようとす

る事項及びこれ

と証拠との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代 理 人 解 任 届 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（請求人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 （略） 

 

別記様式第14号（第15条第５項関係） 

代理人特別委任（撤回）届 

 （略） 

            審査請求人 

 （略） 

  下記の事件及び代理人について、審査請求を取

り下げる権限の委任（委任の撤回）をしましたの

で、届け出ます。 

 （略） 

 ３ 代理人氏名、住所及び職業（請求人が職員で

ある場合はその職名及び所属） 

 （注）１ （略） 

 

 

    ２ （略） 

 

別記様式第19号（第34条第１項、第36条第２項関係） 

証 拠 申 出 書 

 （略） 

記 

 

 

 

 

 

 

 １ 証拠の表示 

 ２ 証拠の所在 

 ３ 証明しようとする事項及びこれと証拠との関

係 

 （略） 

 別記様式第13号の次に次の２様式を加える。 
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別記様式第13号の２（第15条第５項関係） 

 

復 代 理 人 選 任 届 

 

 

年  月  日   

 

 新潟県人事委員会委員長 様 

 

 

審査請求人代理人（処分者代理人）         

氏 名             ㊞   

住 所                 

 

 

 

 下記のとおり復代理人を選任したので、届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 事件の表示 

    年新人委（不）第  号事件 

 

 

２ 選任年月日 

    年  月  日 

 

 

３ 復代理人氏名、住所及び職業（復代理人が職員である場合はその職名及び所属） 

 

（注）１ 不要な文字は抹消して使用すること。 

   ２ 事件番号が未定の場合は、事件番号に代えて審査請求年月日を記載すること。 

   ３ 記載事項に変更があった場合は、この様式に準じ届け出ること。 
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別記様式第13号の３（第15条第５項関係） 

 

復 代 理 人 解 任 届 

 

 

年  月  日   

 

 新潟県人事委員会委員長 様 

 

 

  審査請求人代理人（処分者代理人）          

氏 名             ㊞   

住 所                 

 

 

     

 下記のとおり復代理人を解任したので、届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 事件の表示 

    年新人委（不）第  号事件 

 

 

２ 解任年月日 

    年  月  日 

 

 

３ 復代理人氏名、住所及び職業（復代理人が職員である場合はその職名及び所属） 

 

（注）１ 不要な文字は抹消して使用すること。 

   ２ 事件番号が未定の場合は、事件番号に代えて審査請求年月日を記載すること。 

 

◎新潟県人事委員会告示第４号 

勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和38年新潟県人事委員会規則第11－５号）により勤務条件に関

する措置の要求の手続に必要な書面の様式（昭和38年６月新潟県人事委員会告示第３号）の一部を次のように改

正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動様式」という｡)を当該移動様式に対応す
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る同表の改正後の欄中様式の表示に下線が引かれた様式とする。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（様式の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（様式の表示を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改

正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改

正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  第１号様式（第２条第１項第２項・第３条関係） 

措 置 要 求 書 

 （略） 

記 

１ 要求者 

  所属部局 

    職名 

    氏名 

    住所 

２～４ （略） 

５ 人事委員会からの要求者に対する通知先及び

連絡先（郵便番号、住所、電話番号等） 

６ 代理人を選任したときには、代理人の氏名、

住所及び職業 

 （略） 

 

第４号様式（第３条関係）  

代 理 人 選 任 届 

 （略） 

 

第５号様式（第８条関係）  

措 置 要 求 取 下 書 

 （略） 

 

第６号様式（第９条関係）  

措置要求事案解決（消滅）届 

 （略） 

第１号様式（第２条第１項第２項・第３条関係） 

措 置 要 求 書 

 （略） 

記 

１ 要求者 

所属部局 

    職名   氏名 

 

 

２～４ （略） 

 

 

５ 代理人を選任したときには、代理人の氏名、

住所及び職業 

 （略） 

 

第３号様式（第３条関係）  

代 理 人 選 任 届 

 （略） 

 

第４号様式（第８条関係）  

措 置 要 求 取 下 書 

 （略） 

 

第５号様式（第９条関係）  

措置要求事案解決（消滅）届 

 （略） 

  第２号様式の次に次の様式を加える。 
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第３号様式 （第４条第２項関係） 

 

補 正 書 

 

 

年  月  日   

 

 新潟県人事委員会委員長  様 

 

 

要求者                  

氏 名              ㊞   

 

 

 

    年  月  日付け措置要求書を下記のとおり補正します。 

 

 

記 

 

 補正事項 

  新 

 

 

 

 

 

 

 

  旧 

 

 

教育委員会訓令 
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◎新潟県教育委員会訓令第３号 

教 育 庁 本 庁 

出 先 機 関 

教 育 機 関 

新潟県教育委員会事務決裁規程（昭和36年３月新潟県教育長訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表第４（第５条関係）(教育次長及び課長の個別的

専決事項) 

総務課 

  教育次長専決事項 

(1) （略） 

(2) 県立学校の教員（教育公務員特例法（昭和24

年法律第１号。以下「教特法」という｡）第２条

第２項に規定する者並びに寄宿舎指導員及び実

習助手をいう。以下同じ｡）及び技術職員並びに

県費負担教職員（市町村立学校職員給与負担法

（昭和23年法律第135号。以下「給与負担法」と

いう｡）第１条に規定する職員をいう。以下同じ｡）

のうち教諭、養護教諭、栄養教諭、学校栄養職

員及び事務職員の初任給の決定をすること。 

 

(3)・(4) （略） 

(5) 教特法第２条の適用を受ける本庁及び出先機

関等の職員の教特法第17条第１項の規定に基づ

く兼職又は他の事業に従事することの承認をす

ること。 

(6)～(10) （略） 

 総務課長専決事項 （略） 

  財務課 

 教育次長専決事項 （略） 

財務課長専決事項 

(1)・(2) （略） 

(3) 県立学校並びに市町村立の小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別

支援学校及び幼稚園の建物の耐力度調査及び耐

震診断に関すること。 

(4) 市町村立の小学校、中学校、義務教育学校、高

等学校、中等教育学校、特別支援学校及び幼稚

園の設計内容の審査に関すること。 

(5)～(7) （略） 

   福利課 （略） 

   義務教育課 

  教育次長専決事項 

別表第４（第５条関係）(教育次長及び課長の個別的

専決事項） 

総務課 

  教育次長専決事項 

(1) （略） 

(2) 県立学校の教員（教育公務員特例法（昭和24

年法律第１号。以下「教特法」という｡）第２条

第２項に規定する者並びに寄宿舎指導員及び実

習助手をいう。以下同じ｡）及び県費負担教職員

（市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律

第135号。以下「給与負担法」という｡）第１条及

び第２条に規定する職員をいう。以下同じ｡）の

うち教諭、養護教諭、栄養教諭、学校栄養職員

及び事務職員並びに県立学校の技術職員の初任

給の決定をすること。 

(3)・(4)  （略） 

(5) 教特法第２条の適用を受ける本庁及び出先機

関等の職員（教育長を除く｡）の同法第17条第１

項の規定に基づく兼職又は他の事業に従事する

ことの承認をすること。 

(6)～(10) （略） 

 総務課長専決事項 （略） 

   財務課 

 教育次長専決事項 （略） 

  財務課長専決事項 

(1)・(2) （略） 

(3) 県立学校、公立小、中学校、市町村立高等学

校、市町村立特別支援学校及び市町村立幼稚園

の建物の耐力度調査及び耐震診断に関すること。 

 

(4) 公立小、中学校、市町村立高等学校、市町村

立特別支援学校及び市町村立幼稚園の設計内容

の審査に関すること。 

(5)～(7) （略） 

   福利課 （略） 

   義務教育課 

  教育次長専決事項 
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 (1) 県立学校（特別支援学校及び幼稚園に限る。

以下義務教育課の部において同じ。)の職員及び

県費負担教職員のうち、主幹教諭、教諭、養護

教諭、栄養教諭、学校栄養職員及び事務職員（県

立学校の学校栄養職員及び事務職員を除く。次

号において同じ｡）についての採用、所属の決定、

願による休職、復職及び退職の許可をすること。 

 

 

 

(2) 県立学校の職員及び県費負担教職員のうち、

主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、学校栄

養職員及び事務職員についての昇任、降任及び

職の決定をすること。 

(3)～(22) （略） 

義務教育課長専決事項 

 (1)～(4) （略） 

(5) 県立学校の職員及び県費負担教職員のうち、

主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭及び講師

の大学院修学休業の許可等をすること。 

(6)～(39) （略） 

   高等学校教育課 

  教育次長専決事項 

(1) 県立学校（特別支援学校及び幼稚園を除く。

以下高等学校教育課の部において同じ。)の教

諭、養護教諭及び栄養教諭についての採用、所

属の決定、願による休職、復職及び退職の許可

をすること。 

 

 

(2) 県立学校の教諭、養護教諭及び栄養教諭につ

いての昇任、降任及び職の決定をすること。 

 

(3)～(11) （略） 

(12) 県立学校教員の研修計画の実施をするこ

と。 

(13)～(23) （略） 

高等学校教育課長専決事項 

(1)～(12) （略） 

(13) 県立学校教員の履歴の証明をすること｡(福

利課の分掌事務に係る事項を除く｡) 

 

(14)～(27) （略） 

生涯学習推進課～保健体育課 （略） 

 

別表第６（第13条関係）(出先機関の長等の個別的専

決事項) 

教育事務所 

教育事務所長専決事項 

(1)・(1)の２ （略） 

(2) 市町村立の小学校、中学校、義務教育学校又

(1) 県立学校（高等学校教育課の分掌事務に係る

ものを除く。以下義務教育課の部において同じ。)

の教員及び県費負担教職員（給与負担法第２条

に規定する職員を除く。以下義務教育課の部に

おいて同じ｡）のうち主幹教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、学校栄養職員及び事務職員（県立特

別支援学校の学校栄養職員及び事務職員を除

く。次号において同じ｡）についての採用、所属

の決定、願による休職、復職及び退職の許可を

すること。 

(2) 県立学校及び県費負担教職員の主幹教諭、教

諭、養護教諭、栄養教諭、学校栄養職員及び事

務職員についての昇任、降任及び職の決定をす

ること。 

(3)～(22) （略） 

義務教育課長専決事項  

 (1)～(4) （略） 

(5) 県立学校及び県費負担教職員の主幹教諭、教

諭、養護教諭、栄養教諭及び講師の大学院修学

休業の許可等をすること。 

(6)～(39) （略） 

高等学校教育課 

  教育次長専決事項 

(1) 県立学校（義務教育課の分掌事務に係るもの

を除く。以下高等学校教育課の部において同じ。)

及び県費負担教職員（給与負担法第１条に規定

する職員を除く。以下高等学校教育課の部にお

いて同じ｡）の教諭、養護教諭及び栄養教諭につ

いての採用、所属の決定、願による休職、復職

及び退職の許可をすること。 

(2) 県立学校の教員及び県費負担教職員のうち教

諭、養護教諭及び栄養教諭についての昇任、降

任及び職の決定をすること。 

(3)～(11) （略） 

(12) 県立学校教員及び県費負担教職員の研修計

画の実施をすること。 

 (13)～(23) （略） 

  高等学校教育課長専決事項 

(1)～(12) （略） 

(13) 県立学校教員及び県費負担教職員の履歴の

証明をすること。(福利課の分掌事務に係る事項

を除く｡) 

(14)～(27) （略） 

生涯学習推進課～保健体育課 （略） 

 

別表第６（第13条関係）(出先機関の長等の個別的専

決事項) 

教育事務所 

教育事務所長専決事項 

(1)・(1)の２ （略） 

(2) 市町村の設置する小学校、中学校又は特別支
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は特別支援学校に派遣する非常勤の職員の任

免、報酬の決定及び派遣に関すること。 

(3)・(4) （略） 

(5) 市町村立の小学校、中学校、義務教育学校及

び特別支援学校の教職員の児童手当の支給並び

に子ども手当の認定及び支給（新潟県財務規則

に規定する事務を除く｡）をすること。 

(6) （略） 

近代美術館 （略） 

援学校に派遣する非常勤の職員の任免、報酬の

決定及び派遣に関すること。 

(3)・(4) （略） 

(5) 公立小、中学校及び市町村立特別支援学校、

市町村立高等学校の教職員の児童手当の支給並

びに子ども手当の認定及び支給（新潟県財務規

則に規定する事務を除く｡）をすること。 

(6) （略） 

近代美術館 （略） 
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◎新潟県教育委員会訓令第４号 

教 育 庁 本 庁 

出 先 機 関 

教 育 機 関 

新潟県教育委員会職員服務規程（昭和36年３月新潟県教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。ただ

し、別記第６号様式の11の改正は、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

  教育長  池 田  幸 博 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動後項」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という｡)が存在する場合には当該移動項を当該移動後項とし、

移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には

当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（深夜勤務の制限） 

第５条の３ 職員は、一般職員勤務時間条例第９条

の２第１項（同条第４項において準用する場合を

含む｡)の規定による深夜勤務の制限の請求をしよ

うとするときは、深夜勤務・時間外勤務制限請求

書（別記第１号様式）を所属長に提出しなければ

ならない。 

２ （略） 

３ 勤務時間規則第８条の２第７項（勤務時間規則

第８条の４において準用する場合を含む｡)の規定

による届出は、育児・介護状況変更届（別記第１

号様式の２)を所属長に提出して行わなければな

らない。 

４ （略） 

 

（時間外勤務の制限） 

第５条の４ 職員は、一般職員勤務時間条例第９条

の２第２項及び第３項（同条第４項においてこれ

らの規定を準用する場合を含む｡)の規定による時

間外勤務の制限の請求をしようとするときは、深

夜勤務・時間外勤務制限請求書（別記第１号様式）

を所属長に提出しなければならない。 

２～４ （略） 

 

（病気休暇等） 

第10条 職員は、一般職員勤務時間条例第12条に規

定する病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間

若しくは組合休暇（以下「休暇」という｡)又は職

務に専念する義務の特例に関する条例（昭和26年

新潟県条例第19号。以下「職専免条例」という｡)

第２条に規定する職務に専念する義務の免除（第

（深夜勤務の制限） 

第５条の３ 職員は、一般職員勤務時間条例第９条

の２第１項（同条第３項において準用する場合を

含む｡)の規定による深夜勤務の制限の請求をしよ

うとするときは、深夜勤務・時間外勤務制限請求

書（別記第１号様式）を所属長に提出しなければ

ならない。 

２ （略） 

３ 勤務時間規則第８条の２第６項（勤務時間規則

第８条の４において準用する場合を含む｡)の規定

による届出は、育児・介護状況変更届（別記第１

号様式の２)を所属長に提出して行わなければな

らない。 

４ （略） 

 

（時間外勤務の制限） 

第５条の４ 職員は、一般職員勤務時間条例第９条

の２第２項（同条第３項において準用する場合を

含む｡)及び第４項の規定による時間外勤務の制限

の請求をしようとするときは、深夜勤務・時間外

勤務制限請求書（別記第１号様式）を所属長に提

出しなければならない。 

２～４ （略） 

 

（病気休暇等） 

第10条 職員は、一般職員勤務時間条例第12条に規

定する病気休暇、特別休暇、介護休暇若しくは組

合休暇（以下「休暇」という｡)又は職務に専念す

る義務の特例に関する条例（昭和26年新潟県条例

第19号。以下「職専免条例」という｡)第２条に規

定する職務に専念する義務の免除（第11条に掲げ
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11条に掲げるものを除く｡)を得ようとするときは、

次項及び第４項から第７項までに定める場合を除

き、その前日の正午までに、その理由及び日時を

明らかにして、総務事務システムにより、承認権

者の承認を得なければならない。ただし、やむを

得ない理由によりこれによることができない場合

は、その理由を明らかにして、遅滞なく承認を得

なければならない。 

２～５ （略） 

６ 職員は、介護時間を得ようとするときは、勤務

時間規則第22条の定めるところにより、承認権者

の承認を得た後、その内容を総務事務システムに

入力しなければならない。 

７ （略） 

 

（営利企業への従事等） 

第14条 職員は、地方公務員法第38条に規定する営

利企業への従事等をしようとするとき又は消防団

を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

（平成25年法律第110号）第10条第１項に規定す

る非常勤の消防団員と兼職しようとするときは、

あらかじめ所属長を経由して営利企業従事等許可

申請（消防団員兼職請求）書（別記第13号様式）

を提出し、教育委員会の許可又は認めを受けなけ

ればならない。 

 

別記 

第１号様式（第５条の３、第５条の４関係） 

深夜勤務・時間外勤務制限請求書 

（略） 

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

                 養育 

第９条の２の規定により、下記のとおり介護のた 

  深 夜 勤 務 の 制 限 

め、時間外勤務の制限（□ 第２項 □ 第３項)

を請求します。 

記 

（略） 氏 名 

（続柄等） 

 

（      ） 

 

注 １ 「続柄等」欄は、請求に係る子又は要介

護者の請求者との続柄等（請求に係る子が

一般職員勤務時間条例第９条の２第１項に

おいて子に含まれるものとされる者に該当

する場合にあっては、その事実）を記入す

ること。 

２ （略） 

３ ２の欄は、子を養育するために深夜勤務

の制限を請求する場合のみ記入すること。

なお､｢(3) 状況」欄は、職員の配偶者で請

るものを除く｡)を得ようとするときは、次項及び

第４項から第６項までに定める場合を除き、その

前日の正午までに、その理由及び日時を明らかに

して、総務事務システムにより、承認権者の承認

を得なければならない。ただし、やむを得ない理

由によりこれによることができない場合は、その

理由を明らかにして、遅滞なく承認を得なければ

ならない。 

２～５ （略） 

 

 

 

 

６ （略） 

 

（営利企業等の従事等） 

第14条 職員は、地方公務員法第38条に規定する営

利企業等に従事しようとするとき又は消防団を中

核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平

成25年法律第110号）第10条第１項に規定する非

常勤の消防団員と兼職しようとするときは、あら

かじめ所属長を経由して営利企業等従事許可申請

（消防団員兼職請求）書（別記第13号様式）を提

出し、教育委員会の許可又は認めを受けなければ

ならない。 

 

別記 

第１号様式（第５条の３、第５条の４関係） 

深夜勤務・時間外勤務制限請求書 

（略） 

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

                 養育 

第９条の２の規定により、下記のとおり介護のた 

  深 夜 勤 務 の 制 限 

め、深夜外勤務の制限（□ 第２項 □ 第４項)

を請求します。 

記 

（略） 氏名（続柄） 

 

（  ） 

 

注  

 

 

 

 

 

１ （略） 

２ ２の欄は、子を養育するために深夜勤務

の制限を請求する場合のみ記入すること。

なお､｢(3) 状況」欄は、職員の配偶者で請
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求に係る子の親であるものがいる場合に、

勤務時間規則第８条の２第２項各号に掲げ

る要件に照らして、その状況を簡潔に記載

すること。 

４ （略） 

５ （略） 

 

第１号様式の２（第５条の３、第５条の４関係） 

育児・介護状況変更届 

（略） 

１ 届出の事由 

(1) 養育の状況の変更 

（略） 

□ 制限に係る子が職員の子でなくなつた。 

（□離縁 □養子縁組の取消し □家事審

判事件の終了 □児童福祉法第27条第１項

第３号の規定による措置の解除） 

□ 制限に係る子が死亡した。 

□ 上記以外の事由により請求できる職員に

該当しないこととなつた。 

（理由：            ） 

(2) （略） 

２ （略） 

 

第６号様式の２（第10条の２関係） 

育児休業等計画書 

（略） 

職員の育児休業等に関する条例第３条第５号

（第11条第６号）の規定に基づき、再度の育児休

業（育児短時間勤務）の承認の請求をする予定で

すので、育児休業等の計画について下記のとおり

申し出ます。 

なお、記載事項に変更が生じた場合は、遅滞な

く届け出ます。 

（略） 

 

第６号様式の３（第10条の２関係） 

（略） 

育児休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及

び生年月日を証明する書類（申請に係る子

の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康 

手帳の出生届出済証明欄の写し）を添付す

ること。 

２ （略） 

３ 請求に係る子以外に３歳に満たない子を

求に係る子の親であるものがいる場合に、

職員の勤務時間及び休暇等に関する規則第

８条の２第１項各号に掲げる要件に照らし

て、その状況を簡潔に記載すること。 

３ （略） 

４ （略） 

 

第１号様式の２（第５条の３、第５条の４関係） 

育児・介護状況変更届 

（略） 

１ 届出の事由 

(1) 養育の状況の変更 

（略） 

□ 制限に係る子が離縁又は養子縁組の取消

しにより職員の子でなくなつた。 

 

 

□ 制限に係る子が死亡した。 

 

 

 

(2) （略） 

２ （略） 

 

第６号様式の２（第10条の２関係） 

育児休業等計画書 

（略） 

職員の育児休業等に関する条例第３条第４号

（第11条第５号）の規定に基づき、再度の育児休

業（育児短時間勤務）の承認の請求をする予定で

すので、育児休業等の計画について下記のとおり

申し出ます。 

なお、記載事項に変更が生じた場合は、遅滞な

く届け出ます。 

（略） 

 

第６号様式の３（第10条の２関係） 

（略） 

育児休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄及び

生年月日を証明する書類（申請に係る子の

戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康手帳

の出生届出済証明欄の写し）を添付するこ

と。 

２ （略） 

３ 請求に係る子以外に３歳に満たない子を
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養育する場合（職員の育児休業等に関する

条例第２条の３で定める期間内に、職員（当

該期間内に産後休暇により勤務しなかつた

職員を除く｡)が当該請求に係る子について

最初の育児休業をする場合を除く｡)はその

氏名、職員との続柄等及び生年月日を、請

求に係る子が養子の場合は養子縁組の効力

が生じた日を、請求に係る子以外の子につ

いて現に育児休業の承認を受けている場合

はその旨並びに当該承認に係る子の氏名及

び当該承認の請求に係る期間等を理由等の

欄に記入すること。 

４ （略） 

（略） 

 

第６号様式の４（第10条の２関係） 

部分休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及

び生年月日を証明する書類（申請に係る子

の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康 

手帳の出生届出済証明欄の写し）を添付す

ること。 

２ （略） 

（略） 

 

第６号様式の６（第10条の２関係） 

（略） 

育児短時間勤務承認請求書 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及

び生年月日を証明する書類（申請に係る子

の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康 

手帳の出生届出済証明欄の写し）を添付す

ること。 

２ 請求に係る子以外に小学校就学前の子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄等

及び生年月日を、請求に係る子が養子の場

合は養子縁組の効力が生じた日を、請求に

係る子以外の子について現に育児短時間勤

務の承認を受けている場合はその旨並びに

当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請

求に係る期間等を理由等の欄に記入するこ

と。 

養育する場合（職員の育児休業等に関する

条例第２条の２で定める期間内に、職員（当

該期間内に産後休暇により勤務しなかつた

職員を除く｡)が当該請求に係る子について

最初の育児休業をする場合を除く｡)はその

氏名、職員との続柄及び生年月日を、請求

に係る子が養子の場合は養子縁組の効力が

生じた日を、請求に係る子以外の子につい

て現に育児休業の承認を受けている場合は

その旨並びに当該承認に係る子の氏名及び

当該承認の請求に係る期間等を理由等の欄

に記入すること。 

４ （略） 

（略） 

 

第６号様式の４（第10条の２関係） 

部分休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄及び

生年月日を証明する書類（申請に係る子の

戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康手帳

の出生届出済証明欄の写し）を添付するこ

と。 

２ （略） 

（略） 

 

第６号様式の６（第10条の２関係） 

（略） 

育児短時間勤務承認請求書 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄及び

生年月日を証明する書類（申請に係る子の

戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康手帳

の出生届出済証明欄の写し）を添付するこ

と。 

２ 請求に係る子以外に小学校就学前の子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄及

び生年月日を、請求に係る子が養子の場合

は養子縁組の効力が生じた日を、請求に係

る子以外の子について現に育児短時間勤務

の承認を受けている場合はその旨並びに当

該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求

に係る期間等を理由等の欄に記入すること。 
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３～５ （略） 

（略） 

 

第６号様式の11（第10条の２関係） 

（略） 

配偶者同行休業承認申請書 

（略） 

職員の配偶者同行休業に関する条例第５条第

１項(第６条第１項)の規定により配偶者同行休

業の承認(期間延長・再度の延長)を申請します。 

 

 外国滞在事由  

（         ） 

   

 

 既承認期間 年 月 日から 年 月 日

まで 

（うち、期間の再度の延

長の場合における当初の

配偶者同行休業の期間 

年 月 日まで） 

 

注 １ （略） 

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、

「申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」

欄の最上欄の括弧内に、当該延長が必要な

事情を記入すること。 

３ （略） 

４ （略） 

（略） 

 

第13号様式（第14条関係） 

（略） 

営利企業従事等許可申請（消防団員兼職請求）書 

 

下記のとおり営利企業従事等許可申請（消防団員

兼職請求）がありましたので許可（認めて）くださ

るよう副申します。 

（略） 

 新潟県教育委員会職員服務規程第14条の規

定により営利企業従事等許可（消防団員兼職）

を申請（請求）します。 

年  月  日 

（略） 

（略） 

 

 

３～５ （略） 

（略） 

 

第６号様式の11（第10条の２関係） 

（略） 

配偶者同行休業承認申請書 

（略） 

職員の配偶者同行休業に関する条例第５条第

１項(第６条第１項)の規定により配偶者同行休

業の承認(期間延長)を申請します。 

 

 外国滞在事由  

   

 

 既承認期間 年 月 日から 年 月 日

まで 

 

注 １ （略） 

 

 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

（略） 

 

第13号様式（第14条関係） 

（略） 

営利企業等従事許可申請（消防団員兼職請求）書 

 

下記のとおり営利企業等従事許可申請（消防団員

兼職請求）がありましたので許可（認めて）くださ

るよう副申します。 

（略） 

 新潟県教育委員会職員服務規程第14条の規

定により営利企業等従事許可（消防団員兼職）

を申請（請求）します。 

年  月  日 

（略） 

（略） 
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◎新潟県教育委員会訓令第５号 

教 育 庁 本 庁 

出 先 機 関 

教 育 機 関 

新潟県教育委員会職員服務規程等の特例を定める規程（平成４年７月新潟県教育長訓令第10号）の一部を次の

ように改正する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という。）が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（育児又は介護を行う職員の勤務時間の特例） 

第２条の２ 所属長は、次に掲げる職員が、その子

（一般職員勤務時間条例第９条の２第１項におい

て子に含まれるものとされる者を含む。以下同じ｡)

を養育するために請求した場合には、公務の運営

に支障がある場合を除き、当該職員に当該請求に

係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員

が育児又は介護を行うためのものとしてあらかじ

め定められた特定の時刻とする勤務時間（以下「特

定勤務時間」という｡)又は特定勤務時間以外で職

員が請求する時刻とする勤務時間の割振りによる

勤務をいう｡)をさせるものとする。 

(1) （略) 

(2) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部に就学している子のある職員で

あつて、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイ

サービスを行う事業若しくは同法第６条の３第

２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う

施設、同条第14項に規定する子育て援助活動支

援事業における同項各号に掲げる援助を行う場

所、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）

第77条に規定する地域生活支援事業として実施

する日中における一時的な見守り等の支援を行

う施設その他別に定める事業を行う場所にその

子（各事業を利用するものに限る。）を出迎え

るため赴き、又は見送るため赴く職員 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるも

のを介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる職員が、その子（一

般職員勤務時間条例第９条の２第１項において子

に含まれるものとされる者を含む。以下同じ｡)を

養育する」とあるのは「一般職員勤務時間条例第

16条第１項に規定する日常生活を営むのに支障が

あるもの(以下「要介護者」という｡)のある職員

（育児又は介護を行う職員の勤務時間の特例） 

第２条の２ 所属長は、次に掲げる職員が、その子

を養育するために請求した場合には、公務の運営

に支障がある場合を除き、当該職員に当該請求に

係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員

が育児又は介護を行うためのものとしてあらかじ

め定められた特定の時刻とする勤務時間（以下「特

定勤務時間」という｡)又は特定勤務時間以外で職

員が請求する時刻とする勤務時間の割振りによる

勤務をいう｡)をさせるものとする。 

 

 

(1) （略) 

(2) 小学校に就学している子のある職員であつて、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２

の２第４項に規定する放課後等デイサービスを

行う事業若しくは同法第６条の３第２項に規定

する放課後児童健全育成事業を行う施設、児童

福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）第

19項第３号に規定する事業における相互援助活

動を行う場所、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）第77条に規定する地域生活支援事業と

して実施する日中における一時的な見守り等の

支援を行う施設その他別に定める事業を行う場

所にその子（各事業を利用するものに限る。）を

出迎えるため赴き、又は見送るため赴く職員 

 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるも

のを介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる職員が、その子を養

育する」とあるのは「一般職員勤務時間条例第16

条第１項に規定する日常生活を営むのに支障があ

るもの(以下「要介護者」という｡)のある職員が、

当該要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。 
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が、当該要介護者を介護する」と読み替えるもの

とする。 

３・４ （略） 

 

別表 （略） 

 

 

３・４ （略） 

 

別表 （略） 
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◎新潟県教育委員会訓令第６号 

県 立 学 校 

新潟県立学校職員服務規程（平成24年８月新潟県教育委員会訓令第10号）の一部を次のように改正する。ただ

し、別記第20号様式の改正は、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動後項」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という｡)が存在する場合には当該移動項を当該移動後項とし、

移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には

当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（深夜勤務の制限） 

第５条 職員は、一般職の職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年新潟県条例第４号。以下

「一般職員勤務時間条例」という｡)第９条の２第

１項（同条第４項において準用する場合を含む｡)

の規定による深夜勤務の制限の請求をしようとす

るときは、深夜勤務・時間外勤務制限請求書（別

記第１号様式）を校長に提出しなければならない。 

２ （略） 

３ 職員の勤務時間及び休暇等に関する規則（平成

７年新潟県人事委員会規則第８―55号。以下「勤

務時間規則」という｡)第８条の２第７項（勤務時

間規則第８条の４において準用する場合を含む｡)

の規定による届出は、育児・介護状況変更届（別

記第２号様式）を校長に提出して行わなければな

らない。 

４ （略） 

 

（時間外勤務の制限） 

第６条 職員は、一般職員勤務時間条例第９条の２

第２項及び第３項（同条第４項においてこれらの

規定を準用する場合を含む｡)の規定による時間外

勤務の制限の請求をしようとするときは、深夜勤

務・時間外勤務制限請求書（別記第１号様式）を

校長に提出しなければならない。 

２～４ （略） 

 

（病気休暇等） 

第12条 職員は、一般職員勤務時間条例第12条に規

定する病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間

若しくは組合休暇(以下「休暇」という。)又は職

務に専念する義務の特例に関する条例(昭和26年

新潟県条例第19号。以下「職専免条例」という。)

第２条に規定する職務に専念する義務の免除(第

（深夜勤務の制限） 

第５条 職員は、一般職の職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年新潟県条例第４号。以下

「一般職員勤務時間条例」という｡)第９条の２第

１項（同条第３項において準用する場合を含む｡)

の規定による深夜勤務の制限の請求をしようとす

るときは、深夜勤務・時間外勤務制限請求書（別

記第１号様式）を校長に提出しなければならない。 

２ （略） 

３ 職員の勤務時間及び休暇等に関する規則（平成

７年新潟県人事委員会規則第８―55号。以下「勤

務時間規則」という｡)第８条の２第６項（勤務時

間規則第８条の４において準用する場合を含む｡)

の規定による届出は、育児・介護状況変更届（別

記第２号様式）を校長に提出して行わなければな

らない。 

４ （略） 

 

（時間外勤務の制限） 

第６条 職員は、一般職員勤務時間条例第９条の２

第２項（同条第３項において準用する場合を含む｡)

及び第４項の規定による時間外勤務の制限の請求

をしようとするときは、深夜勤務・時間外勤務制

限請求書（別記第１号様式）を校長に提出しなけ

ればならない。 

２～４ （略） 

 

（病気休暇等） 

第12条 職員は、一般職員勤務時間条例第12条に規

定する病気休暇、特別休暇、介護休暇若しくは組

合休暇(以下「休暇」という。)又は職務に専念す

る義務の特例に関する条例(昭和26年新潟県条例

第19号。以下「職専免条例」という。)第２条に

規定する職務に専念する義務の免除(第14条及び

http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010170001.html#j12
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010170001.html#j12
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4010175001.html#j2
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14条及び第15条に掲げるものを除く。)を得よう

とするときは、第３項から第６項までに定める場

合を除き、その前日の正午までに、その理由及び

日時を明らかにして、承認権者の承認を得なけれ

ばならない。ただし、やむを得ない理由によりこ

れによることができない場合は、その理由を明ら

かにして、遅滞なく承認を得なければならない。 

２～４ （略） 

  

５ 職員は、介護時間を得ようとするときは、勤務

時間規則第22条の定めるところにより、承認権者

の承認を得た後、その内容を総務事務システムに

入力しなければならない。 

  

６ （略） 

 

（営利企業への従事等） 

第17条 職員は、地方公務員法第38条に規定する営

利企業への従事等をしようとするとき又は消防団

を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

（平成25年法律第110号）第10条第１項に規定す

る非常勤の消防団員と兼職しようとするときは、

あらかじめ校長を経由して営利企業従事等許可申

請(消防団員兼職請求)書(別記第26号様式)を提出

し、委員会の許可又は認めを得なければならない。 

 

別記 

第１号様式（第５条、第６条関係） 

深夜勤務・時間外勤務制限請求書 

（略） 

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

                 養育 

第９条の２の規定により、下記のとおり介護のた 

  深 夜 勤 務 の 制 限 

め、時間外勤務の制限（□ 第２項 □ 第３項)

を請求します。 

記 

（略） 氏 名 

（続柄等） 

 

（      ） 

 

注 １ 「続柄等」欄は、請求に係る子又は要介

護者の請求者との続柄等（請求に係る子が

一般職員勤務時間条例第９条の２第１項に

おいて子に含まれるものとされる者に該当

する場合にあっては、その事実）を記入す

ること。 

２ （略） 

３ ２の欄は、子を養育するために深夜勤務

の制限を請求する場合のみ記入すること。

なお､｢(3) 状況」欄は、職員の配偶者で請

第15条に掲げるものを除く。)を得ようとすると

きは、第３項から第５項までに定める場合を除き、

その前日の正午までに、その理由及び日時を明ら

かにして、承認権者の承認を得なければならない。

ただし、やむを得ない理由によりこれによること

ができない場合は、その理由を明らかにして、遅

滞なく承認を得なければならない。 

２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

 

（営利企業等の従事等） 

第17条 職員は、地方公務員法第38条に規定する営

利企業等に従事しようとするとき又は消防団を中

核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平

成25年法律第110号）第10条第１項に規定する非

常勤の消防団員と兼職しようとするときは、あら

かじめ校長を経由して営利企業等従事許可申請

（消防団員兼職請求）書(別記第26号様式)を提出

し、委員会の許可又は認めを得なければならない。 

 

別記 

第１号様式（第５条、第６条関係） 

深夜勤務・時間外勤務制限請求書 

（略） 

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

                 養育 

第９条の２の規定により、下記のとおり介護のた 

  深 夜 勤 務 の 制 限 

め、時間外勤務の制限（□ 第２項 □ 第４項)

を請求します。 

記 

（略） 氏名（続柄） 

 

（  ） 

 

注  

 

 

 

 

 

１ （略） 

２ ２の欄は、子を養育するために深夜勤務

の制限を請求する場合のみ記入すること。

なお､｢(3) 状況」欄は、職員の配偶者で請

http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4011597001.html#y26
http://www1.g-reiki.net/niigataken/reiki_honbun/e4011597001.html#y26
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求に係る子の親であるものがいる場合に、

勤務時間規則第８条の２第２項各号に掲げ

る要件に照らして、その状況を簡潔に記載

すること。 

４ （略） 

５ （略） 

 

第２号様式（第５条、第６条関係） 

育児・介護状況変更届 

（略） 

１ 届出の事由 

(1) 養育の状況の変更 

（略） 

□ 制限に係る子が職員の子でなくなつた。 

（□離縁 □養子縁組の取消し □家事審

判事件の終了 □児童福祉法第27条第１項

第３号の規定による措置の解除） 

□ 制限に係る子が死亡した。 

□ 上記以外の事由により請求できる職員に

該当しないこととなつた。 

（理由：            ） 

(2) （略） 

２ （略） 

 

第11号様式（第13条関係） 

育児休業等計画書 

（略） 

職員の育児休業等に関する条例第３条第５号

（第11条第６号）の規定に基づき、再度の育児休

業（育児短時間勤務）の承認の請求をする予定で

すので、育児休業等の計画について下記のとおり

申し出ます。 

なお、記載事項に変更が生じた場合は、遅滞な

く届け出ます。 

（略） 

 

第12号様式（第13条関係） 

（略） 

教職員の育児休業について（副申） 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

添付書類 請求に係る子の氏名、職員との続柄等

及び生年月日を証明する書類（申請に係

る子の戸籍抄本又は住民票若しくは母子

健康 手帳の出生届出済証明欄の写し）

を添付すること。 

注 １ 請求に係る子以外に３歳に満たない子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄等

求に係る子の親であるものがいる場合に、

職員の勤務時間及び休暇等に関する規則第

８条の２第１項各号に掲げる要件に照らし

て、その状況を簡潔に記載すること。 

３ （略） 

４ （略） 

 

第２号様式（第５条、第６条関係） 

育児・介護状況変更届 

（略） 

１ 届出の事由 

(1) 養育の状況の変更 

（略） 

□ 制限に係る子が離縁又は養子縁組の取消

しにより職員の子でなくなつた。 

 

 

□ 制限に係る子が死亡した。 

 

 

 

(2) （略） 

２ （略） 

 

第11号様式（第13条関係） 

育児休業等計画書 

（略） 

職員の育児休業等に関する条例第３条第４号

（第11条第５号）の規定に基づき、再度の育児休

業（育児短時間勤務）の承認の請求をする予定で

すので、育児休業等の計画について下記のとおり

申し出ます。 

なお、記載事項に変更が生じた場合は、遅滞な

く届け出ます。 

（略） 

 

第12号様式（第13条関係） 

（略） 

教職員の育児休業について（副申） 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

添付書類 請求に係る子の氏名、職員との続柄及

び生年月日を証明する書類（申請に係る

子の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健

康手帳の出生届出済証明欄の写し）を添

付すること。 

注 １ 請求に係る子以外に３歳に満たない子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄及
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及び生年月日を、請求に係る子が養子の場

合は養子縁組の効力が生じた日を、請求に

係る子以外の子について現に育児休業の承

認を受けている場合はその旨並びに当該承

認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係

る期間等を理由等の欄に記入すること。 

２ （略） 

 

第13号様式（第13条関係） 

部分休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

添付書類 請求に係る子の氏名、職員との続柄等

及び生年月日を証明する書類（申請に係る

子の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康 

手帳の出生届出済証明欄の写し）を添付す

ること。 

注１～２ （略） 

（略） 

 

第15号様式（第13条関係） 

（略） 

育児短時間勤務承認請求書 

（略） 

（略） 

続 柄 等  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及

び生年月日を証明する書類（申請に係る子

の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康 

手帳の出生届出済証明欄の写し）を添付す

ること。 

２ 請求に係る子以外に小学校就学前の子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄等

及び生年月日を、請求に係る子が養子の場

合は養子縁組の効力が生じた日を、請求に

係る子以外の子について現に育児短時間勤

務の承認を受けている場合はその旨並びに

当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請

求に係る期間等を理由等の欄に記入するこ

と。 

３～５ （略） 

 

第20号様式（第13条関係） 

（略） 

配偶者同行休業承認申請書 

（略） 

職員の配偶者同行休業に関する条例第５条第

び生年月日を、請求に係る子が養子の場合

は養子縁組の効力が生じた日を、請求に係

る子以外の子について現に育児休業の承認

を受けている場合はその旨並びに当該承認

に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る

期間等を理由等の欄に記入すること。 

２ （略） 

 

第13号様式（第13条関係） 

部分休業承認請求書 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

添付書類 請求に係る子の氏名、職員との続柄及

び生年月日を証明する書類（申請に係る子

の戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康手

帳の出生届出済証明欄の写し）を添付する

こと。 

注１～２ （略） 

（略） 

 

第15号様式（第13条関係） 

（略） 

育児短時間勤務承認請求書 

（略） 

（略） 

続  柄  

 

注 １ 請求に係る子の氏名、職員との続柄及び

生年月日を証明する書類（申請に係る子の

戸籍抄本又は住民票若しくは母子健康手帳

の出生届出済証明欄の写し）を添付するこ

と。 

２ 請求に係る子以外に小学校就学前の子を

養育する場合はその氏名、職員との続柄及

び生年月日を、請求に係る子が養子の場合

は養子縁組の効力が生じた日を、請求に係

る子以外の子について現に育児短時間勤務

の承認を受けている場合はその旨並びに当

該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求

に係る期間等を理由等の欄に記入すること。 

 

３～５ （略） 

 

第20号様式（第13条関係） 

（略） 

配偶者同行休業承認申請書 

（略） 

職員の配偶者同行休業に関する条例第５条第
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１項(第６条第１項)の規定により配偶者同行休

業の承認(期間延長・再度の延長)を申請します。 

 

 外国滞在事由  

（         ） 

   

 

 既承認期間 年 月 日から 年 月 日

まで 

（うち、期間の再度の延

長の場合における当初の

配偶者同行休業の期間 

年 月 日まで） 

 

注 １ （略） 

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、

「申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」

欄の最上欄の括弧内に、当該延長が必要な

事情を記入すること。 

３ （略） 

４ （略） 

（略） 

 

第26号様式（第17条関係） 

（略） 

営利企業従事等許可申請（消防団員兼職請求）書 

 

下記のとおり営利企業従事等許可申請（消防団員

兼職請求）がありましたので許可（認めて）くださ

るよう副申します。 

（略） 

 新潟県立学校職員服務規程第17条の規定によ

り営利企業従事等許可（消防団員兼職）を申請

（請求）します。 

年  月  日 

（略） 

（略） 

 

 

 

 

１項(第６条第１項)の規定により配偶者同行休

業の承認(期間延長)を申請します。 

 

 外国滞在事由  

   

 

 既承認期間 年 月 日から 年 月 日

まで 

 

注 １ （略） 

 

 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

（略） 

 

第26号様式（第17条関係） 

（略） 

営利企業等従事許可申請（消防団員兼職請求）書 

 

下記のとおり営利企業等従事許可申請（消防団員

兼職請求）がありましたので許可（認めて）くださ

るよう副申します。 

（略） 

 新潟県県立学校職員服務規程第17条の規定

により営利企業等従事許可（消防団員兼職）を

申請（請求）します。 

年  月  日 

（略） 

（略） 
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別記第９号様式を次のように改める。 

第９号様式(第12条関係) 

年  月  日 

(新潟県教育委員会 様) 

新潟県立   学校長 様 

新潟県立    学校 

(職・氏名)       印 

 

介 護 休 暇 (延 長) 願 

 

下記のとおり介護休暇を得たい(延長したい)ので、新潟県立学校職員服務規程第12条第４項の規定に 

より、承認をお願いします。 

記 

１ 休暇を必要とする理由等 

要介護者に

関する事項 

氏 名   続 柄   同・別居 同・別 

介護が必要となった時期      年  月  日 

要介護者の

状態及び具

体的な介護

の 内容  

  

 

２ 指定期間(時間)の申出・指定（※印の欄は職員が記入又は押印する。） 

※申出の期間 ※申出の時間帯 日・時間 

第

１

回 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第

２

回 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

 日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第

３

回 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 
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３ 指定期間の延長・短縮（※印の欄は職員が記入又は押印する。） 

※延長・短縮後の末日 ※申出の時間帯 日・時間 

第

１

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第

２

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第

３

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

備 考 

1 この様式は、校長の場合は委員会あてに、その他の職員の場合は校長あてとする。 

2 その他の職員の場合は、１月以内(延長を含む。)の休暇を得ようとする場合に提出すること。 

１月を超える(延長を含む。)場合は第10号様式によること。 

3 「要介護者の状態及び具体的な介護の内容」欄には、要介護者の状況、職員が介護する内容等、 

休暇を必要とする事情を具体的に記載すること。 

4 「介護が必要となった時期」が特定できない場合には、○年○月頃と記載して差し支えない。 

5 「申出の期間」欄は、職員が指定期間の指定を希望する期間の初日及び末日を記入すること。 

6 断続的に休暇を得ようとする場合等で記載欄が不足する場合には、「指定期間(時間)の申出・ 

指定」欄については、その記載の仕方に合わせて別紙として差し支えない。 

7  承認権者は、指定期間を指定する場合及び指定期間の延長・短縮の指定をする場合は、当該指 

定に係る「承認権者印」欄に押印するとともに、介護休暇を承認できないことが明らかであるた 

め指定期間から除いた期間がある場合には、その旨及び当該指定期間から除いた期間を「備考」 

欄に記入すること。「日・時間」欄には、通算した指定期間（暦に従って計算し、１月に満たな 

い場合は、30日をもって１月とする。）を記入すること。 

8 「延長・短縮後の末日」欄は、職員が改めて指定期間として指定することを希望する期間の末 

日を記入すること。 

9 休暇の理由等を確認する必要があると認められるときは、医師の診断書や要介護者との続柄を 

示す書類等の提出を求める場合があるものとする。 

10 休暇を得ようとする1週間前の日までに請求すること。 

11 当該様式は、要介護者が介護を必要とする一の継続する状態につき１枚使用することとし、所 

属長は、指定期間の指定（指定期間の延長・短縮の指定を含む。）のつど写しを２枚作成し、１ 

枚を所属で保管するとともに、もう１枚を「指定期間指定報告」に添付して人事主務課長へ報告 

すること。 

12 所属長が原本を保管し、職員は２回目以降の指定期間の申出及び指定期間の延長・短縮の申出 

を行う際には、当該原本に記入して申出を行うこと。 
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別記第９号様式の２を次のように加える。 

第９号様式の２（第12条関係） 

 

介 護 時 間 承 認 請 求 書 

年   月   日 

新潟県立    学校長 様 

職名・氏名            ㊞ 

 

 職員の勤務時間及び休暇等に関する規則第22条第２項の規定により介護時間の承認を請求します。 

 

請求に係る要介護者 

氏名  

続柄  

同・別居 □同居     □別居 

介護が必要となった時期 年   月   日 

要介護者の状態及び具体

的な介護の内容 
 

連続する３年の期間 年  月  日から  年  月  日まで 

請求期間 

及び時間 

期間 時間 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

備考  

 

注 請求時間が正規の勤務時間の始め若しくは終わりでない場合は、その内容、理由等を備考欄 

に記入すること。 

   

 

  

※ 所属長記入欄 

受理年月日 年  月  日 決裁年月日 年  月  日 

決裁欄     □ 承認 

□ 不承認     
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別記第10号様式を次のように改める。 

第10号様式(第12条関係) 

 

番 号 

年  月  日 

新潟県教育委員会 様 

 

新潟県立    学校長 職印  

 

教職員の介護休暇(延長)について(副申) 

 

 下記のとおり介護休暇(延長)願がありましたので、次により副申します。 

 校長の所見(代替職員の要否、その他参考事項) 

記 

 私は、次のとおり介護休暇を得たい(延長したい)ので、承認をお願いします。 

年  月  日  

職 名   課程 全・定・通 本・分校の別 本校・分校 

氏 名 印  
性 別 男・女 年 齢 歳   

職員コード   

要介護者に

関する事項 

氏 名   続 柄   同・別居 同・別 

介護が必要となった時期    年  月  日 

要介護者の

状態及び具

体的な介護

の内容  

 

指 定 期 間

（時間）の

申 出 ･ 指 定 

 

※印の欄は職

員が記入又

は押印する。 

※申出の期間 ※申出の時間帯 日・時間 

第

１

回 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第

２

回 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   



平成29年３月31日(金) 新  潟  県  報 第25号 

88 

第

３

回 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□ 毎日 

□ その他(   ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

 

指定期間の延長・短縮（※印の欄は職員が記入又は押印する。） 

※延長・短縮後の末日 ※申出の時間帯 日・時間数 

第 

１ 

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第 

２ 

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

第 

３ 

回 

（  年  月  日から） 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

 時 分 ～ 時 分 

 時 分 ～ 時 分 

日 

時間 

※申出日 ※本人印 承認権者印 備考 

   

備 考 

 1 職員が１月を超える介護休暇を得ようとする場合に使用すること。また、１月以内の期間で介護休暇を得 

た者が延長等により１月を超えることとなる場合にも、その承認により１月を超えることとなる部分の休暇 

の開始日以降について、この様式により承認を得ること。その場合、既に校長が承認した部分の休暇につい 

ては、「指定期間（時間）の申出・指定」の欄に記載（当該欄の本人印、承認権者印は空欄）し、１月を超え

ることとなる部分の休暇の開始日以降については、「指定期間の延長・短縮」の欄に記載すること。 

 2 「要介護者の状態及び具体的な介護の内容」欄には、要介護者の状況、職員が介護する内容等、休暇を必要

とする事情を具体的に記載すること。 

 3 「介護が必要となった時期」が特定できない場合には、○年○月頃と記載して差し支えない。 

 4 「申出の期間」欄は、職員が指定期間の指定を希望する期間の初日及び末日を記入すること。 

5 断続的に休暇を得ようとする場合等で「指定期間(時間)の申出・指定」欄が不足する場合には、その記載の

仕方に合わせて別紙として差し支えない。 

6  承認権者は、指定期間を指定する場合及び指定期間の延長・短縮の指定をする場合は、当該指定に係る「承

認権者印」欄に押印するとともに、介護休暇を承認できないことが明らかであるため指定期間から除いた期間

がある場合には、その旨及び当該指定期間から除いた期間を「備考」欄に記入すること。「日・時間」欄には、

通算した指定期間（暦に従って計算し、１月に満たない場合は、30日をもって１月とする。）を記入すること。 

7 「延長・短縮後の末日」欄は、職員が改めて指定期間として指定することを希望する期間の末日を記入する

こと。 

8 休暇の理由等を確認する必要があると認められるときは、医師の診断書や要介護者との続柄を示す書類等の

提出を求める場合があるものとする。 

9 休暇を得ようとする１週間前の日までに請求すること。 

10 当該様式は、要介護者が介護を必要とする一の継続する状態につき１枚使用することとし、所属長は、指定
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期間の指定（指定期間の延長・短縮の指定を含む。）のつど写しを２枚作成し、１枚を所属で保管するととも

に、もう１枚を「指定期間指定報告」に添付して人事主務課長へ報告すること。原本は、校長所見及び学校長

職印を記入押印する前に、指定期間の指定、延長・短縮にかかる承認権者印欄に押印したものを職員に返却す

ること。 

11 所属長が原本を保管し、職員は２回目以降の指定期間の申出及び指定期間の延長・短縮の申出を行う際には、

当該原本に記入して申出を行うこと。 
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◎新潟県教育委員会訓令第７号 

県 立 学 校 

新潟県立学校に勤務する職員の週休日及び勤務時間の割振り等に関する規程（平成４年７月新潟県教育長訓令

第11号）の一部を次のように改正する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という。）が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（育児又は介護を行う教育職員の勤務時間の特

例） 

第７条の２ 校長は、第５条の規定にかかわらず、

次に掲げる教育職員が、その子（一般職員勤務時

間条例第９条の２第１項において子に含まれるも

のとされる者を含む。以下同じ｡)を養育するため

に請求した場合には、公務の運営に支障がある場

合を除き、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤

務（始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護

を行うためのものとしてあらかじめ定められた特

定の時刻とする勤務時間（以下「特定勤務時間」

という｡)又は特定勤務時間以外で職員が請求する

時刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう｡)

をさせるものとする。 

(1) （略） 

(2) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部に就学している子のある職員で

あつて、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイ

サービスを行う事業若しくは同法第６条の３第

２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う

施設、同条第14項に規定する子育て援助活動支

援事業における同項各号に掲げる援助を行う場

所、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）

第77条に規定する地域生活支援事業として実施

する日中における一時的な見守り等の支援を行

う施設その他別に定める事業を行う場所にその

子（各事業を利用するものに限る。）を出迎え

るため赴き、又は見送るため赴く職員 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるも

のを介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる教育職員が、その子

（一般職員勤務時間条例第９条の２第１項におい

て子に含まれるものとされる者を含む。以下同じ｡)

を養育する」とあるのは「一般職員勤務時間条例

第16条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

があるもの(以下「要介護者」という｡)のある職

（育児又は介護を行う教育職員の勤務時間の特

例） 

第７条の２ 校長は、第５条の規定にかかわらず、

次に掲げる教育職員が、その子を養育するために

請求した場合には、公務の運営に支障がある場合

を除き、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務

（始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を

行うためのものとしてあらかじめ定められた特定

の時刻とする勤務時間（以下「特定勤務時間」と

いう｡)又は特定勤務時間以外で職員が請求する時

刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう｡)を

させるものとする。 

 

 

(1) （略） 

(2) 小学校に就学している子のある職員であつて、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の

２の２第４項に規定する放課後等デイサービス

を行う事業若しくは同法第６条の３第２項に規

定する放課後児童健全育成事業を行う施設、児

童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）

第19条第３号に規定する事業における相互援助

活動を行う場所、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第77条に規定する地域生活支援事

業として実施する日中における一時的な見守り

等の支援を行う施設その他別に定める事業を行

う場所にその子（各事業を利用するものに限る。）

を出迎えるため赴き、又は見送るため赴く職員 

 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるも

のを介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる職員が、その子を養

育する」とあるのは「一般職員勤務時間条例第16

条第１項に規定する日常生活を営むのに支障があ

るもの(以下「要介護者」という｡)のある職員が、

当該要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。 
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員が、当該要介護者を介護する」と読み替えるも

のとする。 

３・４ （略） 

（育児又は介護を行う職員の勤務時間の特例） 

第11条の２ 校長は、第10条の規定にかかわらず、

次に掲げる教育職員以外の職員が、その子（一般

職員勤務時間条例第９条の２第１項において子に

含まれるものとされる者を含む。以下同じ｡)を養

育するために請求した場合には、公務の運営に支

障がある場合を除き、当該職員に当該請求に係る

早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員が育

児又は介護を行うためのものとしてあらかじめ定

められた特定の時刻とする勤務時間（以下「特定

勤務時間」という｡)又は特定勤務時間以外で職員

が請求する時刻とする勤務時間の割振りによる勤

務をいう｡)をさせるものとする。 

(1) （略） 

(2) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部に就学している子のある職員で

あつて、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイ

サービスを行う事業若しくは同法第６条の３第

２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う

施設、同条第14項に規定する子育て援助活動支

援事業における同項各号に掲げる援助を行う場

所、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）

第77条に規定する地域生活支援事業として実施

する日中における一時的な見守り等の支援を行

う施設その他別に定める事業を行う場所にその

子（各事業を利用するものに限る。）を出迎え

るため赴き、又は見送るため赴く職員 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるも

のを介護する職員について準用する。この場合に

おいて、前項中「次に掲げる教育職員以外の職員

が、その子（一般職員勤務時間条例第９条の２第

１項において子に含まれるものとされる者を含む。

以下同じ｡)を養育する」とあるのは「一般職員勤

務時間条例第16条第１項に規定する日常生活を営

むのに支障があるもの(以下「要介護者」という｡)

のある職員が、当該要介護者を介護する」と読み

替えるものとする。 

３・４ （略） 

 

 

 

 

 

３・４ （略） 

（育児又は介護を行う職員の勤務時間の特例） 

第11条の２ 校長は、第10条の規定にかかわらず、

次に掲げる教育職員以外の職員が、その子を養育

するために請求した場合には、公務の運営に支障

がある場合を除き、当該職員に当該請求に係る早

出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員が育児

又は介護を行うためのものとしてあらかじめ定め

られた特定の時刻とする勤務時間（以下「特定勤

務時間」という｡)又は特定勤務時間以外で職員が

請求する時刻とする勤務時間の割振りによる勤務

をいう｡)をさせるものとする。 

 

 

(1) （略） 

(2) 小学校に就学している子のある職員であつて、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２

の２第４項に規定する放課後等デイサービスを

行う事業若しくは同法第６条の３第２項に規定

する放課後児童健全育成事業を行う施設、児童

福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）第

19条第３号に規定する事業における相互援助活

動を行う場所、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）第77条に規定する地域生活支援事業と

して実施する日中における一時的な見守り等の

支援を行う施設その他別に定める事業を行う場

所にその子（各事業を利用するものに限る。）を

出迎えるため赴き、又は見送るため赴く職員 

 

２ 前項の規定は、一般職員勤務時間条例第16条第

１項に規定する日常生活を営むのに支障があるもの

を介護する職員について準用する。この場合におい

て、前項中「次に掲げる職員が、その子を養育する」

とあるのは「一般職員勤務時間条例第16条第１項に

規定する日常生活を営むのに支障があるもの(以下

「要介護者」という｡)のある職員が、当該要介護者

を介護する」と読み替えるものとする。 

 

 

 

３・４ （略） 

 

 

  
 

 

教育委員会告示 
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◎新潟県教育委員会告示第５号 

県立学校の名称、位置、課程、部、及び収容定員等の指定（平成５年新潟県教育委員会告示第２号）の一部を

次のように改正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田 幸 博 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を、同表の改正後の太線に囲まれた部分に改める。 

別表第２　県立高等学校 別表第２　県立高等学校

本校名 分校名
第１
学年

第２
学年

第３
学年

第４
学年

本校名 分校名
第１
学年

第２
学年

第３
学年

第４
学年

普通 280 280 280 普通 280 320 320

理数 80 80 80 理数 80 70 70

普通 320 320 320 普通 320 320 280

食物 40 40 40 食物 40 40 40

音楽 40 40 40 音楽 40 40 40

（略） （略）

新潟県立新潟西高等学校 普通 320 320 320 新潟県立新潟西高等学校 普通 280 320 320

新潟県立新潟東高等学校 普通 320 320 320 新潟県立新潟東高等学校 普通 320 320 280

新潟県立新潟北高等学校 普通 280 280 320 新潟県立新潟北高等学校 普通 240 240 240

機械 80 80 80 機械 80 80 80

電気 80 80 80 電気 80 40 40

建築 80 80 80 建築 80 80 80

土木 40 40 40 土木 40 40 40

工業化学 40 40 40 工業化学 40 40 40

（略） （略）

新潟県立新潟向陽高等学校 普通 280 280 280 新潟県立新潟向陽高等学校 普通 280 320 280

普通 普通

(単位制) (単位制)

普通 普通

（削除） 普通 320 320

普通 普通

(単位制) (単位制)

（略） （略）

新潟県立豊栄高等学校 普通 160 160 160 新潟県立豊栄高等学校 普通 200 240 240

新潟県立新津高等学校 普通 280 280 280 新潟県立新津高等学校 普通 280 320 320

工業マイス
ター

40 40 40
工業マイス
ター

40 40 40

生産工学 40 40 40 生産工学 80 80 80

ロボット工
学

40 40 40
ロボット工
学

40

日本建築 30 30 30

（略） （略）

新潟県立白根高等学校 普通 80 80 120 新潟県立白根高等学校 普通 120 160 160

総合 総合

(単位制) (単位制)

新潟県立村松高等学校 普通 120 120 120 新潟県立村松高等学校 普通 120 160 160

（略） （略）

普通 240 240 240 普通 280 280 280

理数 40 40 40 理数 40 40 40

新潟県立西新発田高等学校 普通 120 160 160 新潟県立西新発田高等学校 普通 240 240 240

普通 160 160 160 普通 160 200 200

機械工学 40 40 40 機械工学 40 40 40

建築工学 40 40 40 建築工学 40 40 40

土木工学 40 40 40 土木工学 40 40 40

電子情報工
学

40 40 40
電子情報工
学

40 40 40

豊浦分校
普通
(単位制)

豊浦分校 普通 40 40 40 40

生物資源 80 80 80 生物資源 80

（削除） 食料科学 105 105

食品科学 40 40 40 食品科学 40 35 35

環境科学 40 40 40 環境科学 80 70 70

（略） （略）

新潟県立村上高等学校 普通 160 200 200 新潟県立村上高等学校 普通 200 240 240

総合 総合

(単位制) (単位制)

普通 普通

(単位制) (単位制)

新潟県立中条高等学校 普通 160 160 160 新潟県立中条高等学校 普通 200 240 200

新潟県立阿賀野高等学校 普通 120 120 160 新潟県立阿賀野高等学校 普通 160 160 160

普通 240 240 240 普通 240 280 280

理数 80 80 80 理数 80 70 70

普通 240 240 240 普通 240 280 280

家政 40 40 40 家政 40 40 40

新潟県立長岡向陵高等学校 普通 240 240 280 新潟県立長岡向陵高等学校 普通 280 320 320

（略） （略）

収容定員

新潟県立新潟高等学校 新潟県立新潟高等学校

改正後 改正前

県立学校の名称
全日制の課
程の学科

定時制の課
程の学科

通信制の課
程の学科

収容定員 県立学校の名称
全日制の課
程の学科

定時制の課
程の学科

新潟県立新潟中央高等学校 新潟県立新潟中央高等学校

新潟県立新潟工業高等学校 新潟県立新潟工業高等学校

通信制の課
程の学科

480

若干人 若干人

新潟県立新潟翠江高等学校
400

新潟県立新潟翠江高等学校

320

新潟県立新津工業高等学校
新潟県立新津工業高等学校

新潟県立巻高等学校 新潟県立巻高等学校
960

新潟県立五泉高等学校 800新潟県立五泉高等学校 720

新潟県立新発田高等学校 新潟県立新発田高等学校

新潟県立新発田南高等学校 新潟県立新発田南高等学校

160

新潟県立村上桜ケ丘高等学校 720

新潟県立新発田農業高等学校 新潟県立新発田農業高等学校

新潟県立村上桜ケ丘高等学校 480

480

新潟県立長岡高等学校 新潟県立長岡高等学校

新潟県立荒川高等学校 360 新潟県立荒川高等学校

新潟県立長岡大手高等学校 新潟県立長岡大手高等学校
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生産技術 80 80 80 生産技術 80 80 80

食品化学 40 40 40 農業経済 40 40 40

生活環境 40 40 40 食品科学 40 40 40

機械工学 80 80 80 機械 40 40 40

電気電子工
学

80 80 80 電子機械 80 80 80

物質工学 40 40 40 電気 40 40 40

(削除) 電子 40 40 40

(削除) 工業化学 40 40 40

産業デザイ
ン

40 40 40
テキスタイ
ルデザイン
工学

40 40 40

総合ビジネ
ス

200 200 200
総合ビジネ
ス

160 200 200

情報ビジネ
ス

40 40 40
情報ビジネ
ス

40 40 40

新潟県立正徳館高等学校 普通 40 40 80 新潟県立正徳館高等学校 普通 80 120 120

総合 総合

(単位制) (単位制)

（略） （略）

新潟県立三条高等学校 普通 280 280 280 新潟県立三条高等学校 普通 280 320 320

新潟県立三条東高等学校 普通 280 280 280 新潟県立三条東高等学校 普通 320 360 320

機械加工 40 40 80 機械加工 80 80 80

電子機械 40 40 40 電子機械 40 40 40

情報電子 40 40 40 情報電子 40 40 40

建設工学 40 40 40 建設工学 40 40 40

総合ビジネ
ス

200 200 200
総合ビジネ
ス

200

(削除) 商業 120 120

(削除) 情報経理 40 40

(削除) 国際教養 80 80

新潟県立吉田高等学校 普通 160 160 200 新潟県立吉田高等学校 普通 160 200 160

新潟県立分水高等学校 普通 80 80 120 新潟県立分水高等学校 普通 160 160 160

新潟県立加茂高等学校 普通 200 200 200 新潟県立加茂高等学校 普通 200 240 240

生産技術 80 80 120 生産技術 120 120 120

環境緑地 40 40 40 環境緑地 40 40 40

生物工学 40 40 40 生物工学 40 40 40

食品技術 40 40 40 食品技術 40 40 40

新潟県立小千谷高等学校 普通 240 240 240 新潟県立小千谷高等学校 普通 240 280 280

（略） （略）

新潟県立小出高等学校 普通 160 160 160 新潟県立小出高等学校 普通 200 240 240

（略） （略）

新潟県立六日町高等学校 普通 240 240 240 新潟県立六日町高等学校 普通 280 320 320

普通 40 40 40 普通 80 80 80

家庭福祉 40 40 40 体育 40 40 40

体育 40 40 40 福祉 40 40 40

機械システ
ム

80 80 80
機械システ
ム

80 80 80

商業 80 80 80 商業 120 120 120

普通 280 280 280 普通 280 280 320

普通 40 40 40 40 普通 40 40 40 40

松之山分校 普通 40 40 40 松之山分校 普通 40 40 40

総合 総合

(単位制) (単位制)

新潟県立川西高等学校 普通 80 新潟県立川西高等学校 普通 80 80 80

（略） （略）

新潟県立柏崎高等学校 普通 200 200 200 新潟県立柏崎高等学校 普通 240 240 240

新潟県立柏崎常盤高等学校 普通 160 160 160 新潟県立柏崎常盤高等学校 普通 160 160 200

総合 総合

(単位制) (単位制)

（略） （略）

普通 240 240 240 普通 240 240 240

理数 40 40 40 理数 40 40 40

安塚分校 普通 40 40 40 安塚分校 普通 40

（略） （略）

普通 普通

(単位制) (単位制)

普通 普通

（略） （略）

機械工学 40 40 40 機械工学 40 40 40
メカトロニ
クス

40 40 40
メカトロニ
クス

40 40 40

電子情報 40 40 40 電子情報 40 40 40

電気工学 40 40 40 電気工学 40 40 40

建築・デザ
イン

40 40 40 環境土木 40 40 40

環境土木 40 40 40
建築・デザ
イン

40 40 40

（略） （略）

新潟県立久比岐高等学校 普通 120 120 120 新潟県立久比岐高等学校 普通 120 120 160

新潟県立有恒高等学校 普通 80 80 80 新潟県立有恒高等学校 普通 80 120 120

（削除） 新潟県立安塚高等学校 普通 40 80

総合 総合

(単位制) (単位制)

（略） （略）

総合 総合

(単位制) (単位制)

水産資源 40 40 40 海洋科学 35 35 35

(削除) 食品科学 40 40 40

海洋開発 40 40 40 海洋工学 35 35 35

普通 200 200 200 普通 200 200 200

普通 普通

(単位制) (単位制)

新潟県立羽茂高等学校 普通 80 80 80 新潟県立羽茂高等学校 普通 80 120 120

（略） （略）

新潟県立長岡工業高等学校 新潟県立長岡工業高等学校

新潟県立長岡商業高等学校 新潟県立長岡商業高等学校

新潟県立長岡農業高等学校 新潟県立長岡農業高等学校

440新潟県立栃尾高等学校 360

新潟県立新潟県央工業高等学校 新潟県立新潟県央工業高等学校

新潟県立三条商業高等学校 新潟県立三条商業高等学校

新潟県立栃尾高等学校

新潟県立塩沢商工高等学校 新潟県立塩沢商工高等学校

新潟県立十日町高等学校 新潟県立十日町高等学校

新潟県立加茂農林高等学校 新潟県立加茂農林高等学校

新潟県立八海高等学校 新潟県立八海高等学校

新潟県立十日町総合高等学校 600新潟県立十日町総合高等学校 560

新潟県立柏崎総合高等学校 560新潟県立柏崎総合高等学校 480

480

若干人 若干人

新潟県立高田高等学校 新潟県立高田高等学校

新潟県立高田南城高等学校
320

新潟県立高田南城高等学校

新潟県立新井高等学校 560

新潟県立上越総合技術高等学校 新潟県立上越総合技術高等学校

新潟県立新井高等学校 480

新潟県立糸魚川白嶺高等学校 480新潟県立糸魚川白嶺高等学校 400

相川分校 35

新潟県立海洋高等学校 新潟県立海洋高等学校

新潟県立佐渡高等学校 新潟県立佐渡高等学校
相川分校 160
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◎新潟県教育委員会告示第６号 

県立学校の名称、位置、課程、部、及び収容定員等の指定（平成５年新潟県教育委員会告示第２号）の一部を

次のように改正し、平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月31日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田 幸 博 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を、同表の改正後の太線に囲まれた部分に改める。 

 

別表第３　県立中等教育学校 別表第３　県立中等教育学校

第１
学年

第２
学年

第３
学年

第４
学年

第５
学年

第６
学年

第１
学年

第２
学年

第３
学年

第４
学年

第５
学年

第６
学年

（略） （略）

新潟県立直江津中等教育学校 普通 120 120 120 120 120 120 新潟県立直江津中等教育学校 普通 120 120 120 120 120

新潟県立佐渡中等教育学校 普通 80 80 80 80 80 80 新潟県立佐渡中等教育学校 普通 80 80 80 80

改正後 改正前

県立学校の名称

全日制の
課程の学
科(後期課
程)

収容定員

県立学校の名称

全日制の
課程の学
科(後期課
程)

収容定員

 

 

内水面漁場管理委員会指示 

◎新潟県内水面漁場管理委員会指示第１号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第67条第１項及び第130条第４項の規定により、コイヘルペスウイルス病まん

延防止のため、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ｡)の持ち出し及び放流等について、次のとおり指

示する。ただし、採捕したコイを採捕した水域に再放流する場合を除く。 

平成29年３月31日 

新潟県内水面漁場管理委員会 

会 長    大 塚  修 

１ 指示内容 

(1) 持ち出しの禁止 

県内の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面（以下「公共用水面等」という｡)において、コイがコイ 

ヘルペスウイルス病にかかり又はかかっている疑いがあると新潟県内水面漁場管理委員会（以下「委員会」

という｡)が指定した水域（水面に設置した工作物等により、コイの遡上が考えられず、制限する必要がない

と判断される上流域を除く。以下「持出禁止水域」という｡)においては、委員会が承認した場合及び公的機

関による試験研究、検査等のためにコイを持ち出す場合を除き、コイを持ち出してはならない。 

(2) 放流等の制限 

 ア 持出禁止水域へのコイの放流については、委員会が承認した場合及び公的機関による試験研究、検査等

のためにコイを放流する場合を除き、コイを放流してはならない。 

 イ 持出禁止水域以外の公共用水面等へのコイの放流については、委員会が承認した場合及び公的機関によ

る試験研究、検査等のためにコイを放流する場合を除き、ＰＣＲ検査（ポリメラーゼ連鎖反応による検査

をいう｡)でコイヘルペスウイルス病の陰性が確認されたコイ群のコイでなければ、コイを放流してはなら

ない。 

 ウ 公共用水面等においては、生死を問わず、コイを遺棄してはならない。 

   指示期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

 

内水面漁場管理委員会公告 

◎新潟県内水面漁場管理委員会公告第１号 

平成28年度新潟県内水面漁場管理委員会指示第１号（コイの持ち出しの禁止及び放流等の制限）に基づき、持

出禁止水域を次のとおり定める。 
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平成29年３月31日 

新潟県内水面漁場管理委員会 

会 長    大 塚  修 

１ 阿賀野川水系の本流及び支川 

２ 鳥屋野潟 

 

雑   報 

県営住宅等の管理の特例に係る公告 

公営住宅法（昭和26年法律第193号。以下「法」という｡)第47条第１項の規定により、公営住宅及び共同施設の

管理を行うので、同条第２項の規定により次のとおり公告する。 

平成29年３月31日 

新潟県住宅供給公社理事長 岡 村 均 

１ 事業主体に代わって公営住宅及び共同施設の管理を行う地方公共団体又は地方住宅供給公社の名称 

 新潟県住宅供給公社 

２ 事業主体に代わって管理を行う公営住宅及び共同施設の名称 

 新潟県営住宅条例（昭和35年新潟県条例第６号）に規定する新潟市に所在する県営住宅及び共同施設 

３ 事業主体に代わって行う公営住宅及び共同施設の管理の内容 

 法第３章の規定（家賃の決定並びに家賃、敷金その他の請求、徴収及び減免に関することを除く｡)に基づい

て県営住宅及び共同施設の管理を行うこと。 

４ 事業主体に代わって公営住宅及び共同施設の管理を行う期間 

 平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 
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